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 重点施策１   ≪産業の振興≫ 

事 業 名 土地区画整理事業 担当課名 地域開発推進室 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

44,982,453 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,425,000 

賃金  

報償費  

旅費 275,180 

需用費 121,123 

役務費  

委託料 39,160,150 

使用料及び 

賃借料 
1,000 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 44,982,453 

 

 

【事業目的】 

・人口減少や地域経済の縮小に対し、屋代地区を「広域交流

拠点」と位置付け、高度な土地利用の実現による新たな「ま

ちづくり」と産業基盤整備による広域的な経済波及効果の

創出を狙う。 

【実績】 

1）平成30年度 屋代地区広域交流拠点総合波及効果詳細 

調査事業業務委託 

・経済波及効果と投資効果の調査・分析・検証 

2）平成30年度 屋代地区土地区画整理事業整備計画案策定

業務委託 

 ・整備計画案の修正とブラッシュアップ 

3）平成30年度 都市計画道路一重山線概略設計及び交差点

予備設計業務委託 

 ・道路概略設計L=4.4㎞・交差点予備設計4箇所 

・交通量の算出 

※1）～3）は平成30年度～令和元年度 債務負担 

4）平成30年度 屋代地区交通結節機能導入検討業務委託 

 （平成30年度繰越・平成30年度～令和元年度債務負担） 

 ・現況調査・事例調査・スマートICの整備効果 

5）平成30年度 屋代地区地質調査業務委託（平成30年度繰越） 

 ・機械ボーリング7箇所・解析等調査一式  

6）令和元年度 屋代地区埋蔵文化財試掘調査業務委託 

 ・埋蔵文化財試掘調査3箇所 

7）屋代地区土地区画整理組合設立準備会役員会：6回 

8）地権者報告会：1回 

【成果等】 

・人口流入、雇用創出、税収増加などの経済効果がある一方

で巨額の開発費や維持管理費を見極める必要があり、より

一層の精査が必要であると示された。 

・市道一重山2号線に繋がる南北の概要（案）が示された。 

・当該地区における軟弱地盤・埋蔵文化財の実態が把握さ 

れた。 

【今後の方向性】 

・屋代地区開発の基本データは揃ったので土地区画整理事業

について総括を進める。 

・関係機関との調整が必要な道路については、市としての道

路構想や交通量解析を作成して協議の調整を図る。 

・データやスケジュールを精査し、地権者が不安にならない

よう丁寧な対応に努める。 

・軟弱地盤や埋蔵文化財については調査結果を基に効率の 

良い対応策を検討する。 

・ワーキンググループを活用し、庁内の情報共有に努める。 
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 重点施策１   ≪産業の振興≫ 

事 業 名 スマート IC整備事業 担当課名 地域開発推進室 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,615,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,425,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費 3,190,000 

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 8,615,000 

 

 

【事業目的】 

・千曲市の上位計画では屋代地区の大規模開発を「広域交流

拠点」と位置付けており、高速交通網を活かした「交通の

要衝」として機能強化するにはスマートICの設置が必要

であるため。 

 

【実績】 

1）令和元年度 屋代地区軟弱地盤現況解析業務委託 

 ・地盤解析・軟弱地盤対策調査 

  

2）令和元年度 屋代地区軟弱地盤対策工法検討業務委託 

 ※12月補正及び繰越事業であるため実績報告を省略 

 

3）スマートIC関係機関との協議 

 ・関東地方整備局：1回（スマートIC相談会） 

 ・長野国道事務所：1回 

 ・長野県警察本部：2回 

 ・長野県建設部道路建設課：1回 

 ・NEXCO東日本 関東支社：3回 

 ・高速バス：4社  ほか 

 

【成果等】 

 ・スマートIC設置検討箇所における周辺地盤について、

既存調査を基に現況軟弱地盤解析を実施し、今後の対策

工法の選定に必要な成果を得た。 

 

【今後の方向性】 

・現況解析結果が出たことから当面の課題であった軟弱 

地盤対策と事業費の縮減について令和 2 年度のスマー

トIC相談会に間に合うよう補正・繰越にて対策工法の

検討に着手し、令和3年度の準備段階調査への移行を目

指す。 
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 重点施策１   ≪産業の振興≫ 

事 業 名 雨宮産業団地造成事業 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

10,850,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,850,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 10,850,000 

 

 

【事業目的】 

建築業大手の大和ハウス工業株式会社（大阪）が、平

成27年度から大字雨宮地籍に物流施設や工場施設などが

建設可能な産業団地を造る意向があり、進出に伴う土地

所有者合意、規制解除や造成工事など役割分担をおこな

いスムーズな開発を行うため「公民連携事業」として推

進している。 

新産業団地は「Ⅾプロジェクト長野千曲」で、大字雨

宮地籍に建設予定で開発面積約14.4㌶を５区画に分けて

開発を行い、大和ハウス工業株式会社が分譲を行う。 

 

【実績】 

日 付 事 業 

4月5.6日 土地決済手続き会 

4月11日 第36回地権者会役員会 

5月30日 団地造成事業起工式 
5月30日 第37回地権者会役員会 

6月27日 第38回地権者会役員会 

7月11日 第39回地権者会役員会 

8月5・6日  地権者等の譲渡所得申告説明会 
9月26日 第40回地権者会役員会 

2月6日 第41回地権者会役員会 

2月25日 

～3月3日 
土地売買代金の確定申告相談窓口の開設 

3月6日 ①区長へ開発申請の変更説明 

3月31日 ②区長へ開発申請の変更説明 

 

【成果等】 

公民連携事業の役割分担「地権者同意のとりまとめ」が完

了し、対象地域の所有権を大和ハウス工業㈱に移転した。 

 

【今後の方向性】 

令和元年10月の東日本台風被害・新型コロナウイルスに

よる感染拡大等により、工事内容に見直しと工事期間の変更

を行うこととした。 

地域の皆様に道路事情等で不便をかけていることから、見

直しの内容・期間変更、工事進捗状況を適切に周知し円滑に

推進する。 
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 重点施策１   ≪産業の振興≫ 

事 業 名 市内企業等への支援（融資・雇用） 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

769,929,470 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 52,920 

役務費  

委託料 137,280 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
26,484,270 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

貸付金（預託

金） 
740,000,000 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他（預託

金） 
740,000,000 

一般財源 29,929,470 

 

 

【事業目的】 

ものづくり産業・商・サービス業などの各産業が、力強

い生産活動を発展させていくため、それぞれの分野におけ

る技術力や担い手の育成・確保を図るとともに、産業活動

のグローバル化や IOT 社会の動向などに対応した生産基

盤の整備、技術・経営のイノベーションを支援する。 

 

【実績】 

○融資等の支援 

市融資制度 

あっせん件数 あっせん額 保証料補助額 

125件 520,860千円 17,250千円 

県融資制度 

あっせん件数 あっせん額 保証料補助額 

30件 430,400千円 7,182千円 

商工貯蓄共済制度資金借入金保証料補助金 

申請数 補助金額 

6 369千円 

 

○ふるさとハローワークが新庁舎に開設 

 求人等の最新情報の提供、個別相談、企業紹介など相談者

が希望する職業に従事できるよう雇用の安定を図る。 

○人材確保・育成事業 

 広域連携事業により、本市単独開催がなしえなかった事業

が実施した。 

日付 事項 内容 

4月～3月 

［長野地域連携中枢都市圏連携事業］ 

企業と人材のマッチング Web サイ

ト「おしごとながの」開設 

登録数

34社 

6月17日 

［東信州次世代産業振興振協議会］ 

大学と長野県企業との情報交換会

in東京  

54 社

/125

名 

12月開催 

1月開催 
就労支援講座 2講座 

参加者

3名 

通年 

若者・子育て世代の就労相談 

15歳から39歳までの若年者、子育

て世代の方  

1名 

７月11日 
更埴地域就職面接会の開催 

（主催：ハローワーク篠ノ井） 

55 社

/135

名 
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事 業 名 市内企業等への支援（融資・雇用） 担当課名 産業振興課 

 

6月29日 

10月20日 

12月28日 

2月22日 

［長野地域連携中枢都市圏連携事業］ 

長野地域ＵＪＩターン就職促進事

業  

延べ 

200 社

/788

名 

11月16日 

［東信州次世代産業振興協議会］ 

外国人留学生と地域企業の合同企

業説明会 

14 社

/64名 

11月21日 

［東信州次世代産業振興協議会］ 

職業高校と地域企業担当者の情報

交換会㏌上田千曲高校 

51 社

/144

名 

2月13日 

［東信州次世代産業振興協議会］ 

シニア人材×地域企業担当者の情

報交換会（戸倉創造館） 

12 社

/60名 

 

【成果等】 

(融資)上半期は、景気動向が堅調である事や、民間金融機関

の貸し出し金利が非常に低下している事もあり前年度から

引き続いて中小企業融資制度の利用は全体として減少傾向

にあった。 

下半期については、設備投資特別資金の10月1日の消費

税率引き上げ前と引き上げ後を比較すると、融資あっせん件

数は引き上げ後の方が少ないものの、融資あっせん金額は増

加しており、消費税率引き上げによる設備投資意欲の減退を

防ぐという本来の設置目的を一定程度果たすことができた。 

上半期同様、景気動向が堅調であったことや低金利が続い

たことで、下半期も上半期と同様の状況であり、全体として

は融資のあっせん金額は前年比12%減少したが、あっせん件

数は1件増加と、概ね前年並みであった。 

なお、台風19号により被害を受けた事業者は県の災害対

策資金を利用したため、市も保証料補助金により資金調達を

支援した。 

(雇用)中小企業等の労働者不足解消のため、高校生からシニ

アまで雇用対象を拡大し、企業と人材のマッチングの機会を

増やすイベント等を開催した。 

 

【今後の方向性】 

令和元年10月の東日本台風被害・新型コロナウイルスに

よる感染拡大等により、中小企業・小規模事業者は、厳しさ

を増す外部環境を生き抜くべく様々な課題に果敢に取り組

んでいる。このような中小企業・小規模事業者を支援すべく、

国や県、市では毎年、予算や税制など様々な支援策を用意し

ているが、これらの支援策の存在を知っている中小企業・小

規模事業者は少なく、実際の活用する者はさらに少なくな

る。その支援策を届けるためには、商工団体や支援機関など

施策情報の流れや連携の在り方などを検討する。 
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 重点施策１   ≪産業の振興≫ 

事 業 名 UIJターン就業・創業移住支援事業 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

0 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源  

 

 

【事業目的】 

市内企業等における担い手不足の解消及び地域課題の解

決並びに移住の促進を図るため、東京圏、愛知県又は大阪

府から移住かつ就業した方又は長野県の創業支援金の交

付決定を受け移住した方に対し、予算の範囲内で補助金を

交付するもの。 

 

 

【実績】 

・令和元年度における当事業を活用した市内への移住・就

業（創業）実績はなし。 

・令和元年度における県内の問い合わせ総数は 15 件、交

付決定総数は5件となっている。 

 

 

【成果等】 

移住支援金の対象となる求人（県取りまとめ）は、136の

企業で271の求人（R2.3.27時点）となっており、県が随

時募集し、マッチングサイトに追加掲載している。 

 

 

【今後の方向性】 

移住セミナー等を通し、移住希望者に事業の周知を図ると

ともに、市民課と連携して対象地域からの転入者に対して

も周知を行い、移住・定住の促進につなげる。 
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 重点施策２   ≪シティプロモーションの推進≫ 

事 業 名 2020東京オリパラホストタウン関連事業 担当課名 生涯学習課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,702,280 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,712,500 

賃金  

報償費 445,000 

旅費 330,600 

需用費 1,114,180 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
100,000 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,702,280 

 

 

【事業目的】 

2020東京オリパラ競技大会を契機に、ホストタウンとし 

てハンガリーとの交流を深め、市民の国際感覚を涵養し、観

光地としてのインバウンドへの対応力を高め、かつ海外の豊

かな文化・芸術を享受し、市民が住んでいる地域に誇りがも

てるような運営に努める。 

 

【実績】 

7月12日「魅惑の音楽と写真でつづるハンガリーの夕べ」 

更埴文化会館小ホール 参加者50名 

7月13日「世界に羽ばたく若き音楽家によるコンサート」 

戸倉創造館 参加者200名 

8月20日ハンガリー人形劇「キップコップとティップトップ」

戸倉創造館 参加者100名 

9月 1日 ハンガリー料理教室 

戸倉創造館調理室 参加者20名 

10月 6日「ハンガリーワイン＆音楽の夕べ2019」 

共催：千曲市ハンガリー友好協会 

上山田文化会館 参加者80名 

11月23日ハンガリー映画「心と体と」上映会 

上山田文化会館 参加者90名 

ほか、ホストタウン事業等の情報収集やハンガリー卓球代表

選手団の事前合宿、オリパラ期間中のコミュニティライブサ

イト等の準備を行ってきた。 

 

【成果等】 

ハンガリーの様々な文化に触れることで、真の友人として

の相互理解をより深めることができた。 

また、サウジアラビアの卓球ナショナルチームの合宿を受

け入れたことで、トップアスリートと市民との交流方法に関

する貴重な経験をすることができた。 

 

【今後の方向性】 

 ヨーロッパ圏からのインバウンド観光のみでなく、国内外

のトップアスリートの合宿地として練習場、宿泊場所、移動

手段などを提供するスポーツツーリズム推進のための環境

整備を進める。 

 市民と共にハンガリーとの文化・芸術分野の交流や人的、

経済的な交流も進めていく。 
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 重点施策２   ≪シティプロモーションの推進≫ 

事 業 名 ロケツーリズムの推進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

19,261,705 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,850,000 

賃金  

報償費  

旅費 615,270 

需用費 259,213 

役務費 108,000 

委託料 2,131,680 

使用料及び 

賃借料 
48,110 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
5,249,432 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 19,261,705 

 

 

【事業目的】 

撮影地を巡る「聖地巡礼」を目的とした観光客の増加や、

千曲市の知名度向上により、千曲市の産品や観光面での消

費拡大などの波及効果を目的とする。 

 

 

【実績】 

・ロケ受入れ体制の強化 

ロケ受入本数：映画 ４本、バラエティ・情報番組等 28  

本 

・民間と連携し、良好な受け入れ態勢を構築するための組

織を強化した。 

宿泊：10件、エキストラ約100名、ロケ弁：5件 

・窓口を一本化し、それぞれの分野の杏力隊メンバーに対

応してもらう組織体制を構築した。 

・ロケ候補地やボランティアエキストラの募集をし、撮影

隊の要望に幅広く対応できるようにした。 

・ロケ地マップやロケ地看板を作成し、観光客の受入れ態

勢を整えた。 

 

 

【成果等】 

・ロケによる経済効果 4,904,760円（宿泊・食事など） 

 

 

【今後の方向性】 

・信州ちくまロケ杏力隊として、ロケ受入体制の更なる強

化を図る。 

・ロケ地マップの作成やロケ地看板の設置を進め、観光局と

連携しロケ地ツアー商品造成等に取組み、ロケツーリズム

による千曲市のPRの更なる強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 
 

 重点施策２   ≪シティプロモーションの推進≫ 

事 業 名 インバウンドの推進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

13,008,105 

節 別 内 訳（円） 

報酬 480,000 

給料､ 

職員手当等 
7,052,500 

賃金  

報償費 84,194 

旅費 2,269,203 

需用費 237,409 

役務費 57,802 

委託料 2,389,219 

使用料及び 

賃借料 
251,778 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
186,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 13,008,105 

 

 

【事業目的】 

千曲市の外国人来訪者数の最も多い台湾や東南アジア地

域の観光客をはじめとする外国人の誘客。 

 

【実績】 

・商談会・イベントへの参加 

開催期日 開催場所 参加数（市職員） 

5/22～26 台湾、タイ １名 

6/9～22 台湾 ２名 

8/2～4 タイ １名 

11/8～10 台湾、タイ ２名 

11/19～23 香港 １名 

12/21～22 ベトナム １名 

2/13～17 台湾 ２名 

・インバウンド委員会の開催（月１回） 

  旅館関係者が集まり、外国人旅行者への受け入れ 

について会議。 

・教育旅行の受け入れ 

  小学校４校 約160名、中学校1校 約30名 

・海外旅行会社等の招聘 

開催月 内容 

６月 インバウンド向け国内旅行会社の招聘 

９月 
タイ人旅行ライターの招聘、台湾、中国旅行フ

ァムトリップ 

１１月 台湾旅行会社招聘 

１２月 台湾ファムトリップ 

 

【成果等】 

・誘客に力を入れているアジア地域からの観光客数が増加

傾向にある。 

年別外国人宿泊客数 

年 人数 

平成28年 4,801人 

平成29年 8,517人 

平成30年 9,072人 

令和元年 8,217人 

 

【今後の方向性】 

外国人観光客の誘客に向けた観光PR及び受入環 

境の体制整備を行うこと。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子ども・子育て支援事業計画の策定 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,035,640 

節 別 内 訳（円） 

報酬 148,050 

給料､ 

職員手当等 
3,797,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 90,090 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,035,640 

 

 

【事業目的】 

〇現計画の計画期間が令和元年度で終了することから、子ど

も子育て支援法の規定に基づき、令和２年度からの５年間

の「第二期計画」を策定する。 

 この計画は、子どもや子育て家庭を支援する新しい環境を

構築するため、子育て施策の方向性、目標等を定めたもの

である。 

 

 

【実績】 

〇就学前児童及び小学生の親を対象に「子ども子育てに関す

るニーズ調査」をそれぞれ実施 

〇本計画の策定にあたり「子ども・子育て会議」によって、

アンケート結果等を踏まえ計画内容、事業運営、施策推進

に関する事項等について協議 

 

 

【成果等】 

〇「子ども子育てに関するニーズ調査」では、保育や教育に

関するニーズ量を把握するだけでなく、子どもを取り巻く

環境の現状や課題の確認ができた。 

〇計画策定にあたり「子ども・子育て会議」を全５回開催 

〇庁内の関係部署、社会福祉団体等、国や県などの関係機関

と連携し、推進体制を確認 

    

 

【今後の方向性】 

〇計画に基づく施策を計画的に推進する。 

〇毎年、計画目標の進捗状況を点検し、事業の見直し等を含

め着実な推進を図る。 

〇地域における保育・教育・福祉・保健・医療などの関係機

関・団体や子育て支援団体等と連携を図り、子育て支援を

進める。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て世代包括支援センター事業（こども未来課） 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,470,600 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金 2,385,600 

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 795,000 

県支出金 795,000 

地方債  

その他  

一般財源 1,880,600 

 

 

【事業目的】 

○妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、妊産

婦や保護者の相談に保健師等（母子保健コーディネータ

ー・子育てコーディネーター）の専門職員が対応するとと

もに、必要な支援の調整や関係機関と連携するなどして切

れ目のない支援を提供する。 

このような取り組みにより育児不安の解消や児童虐待の

予防を図る。 

 

【実績】 

○庁内関係部署の役割や位置づけ及び連携のあり方などに

ついて関係部署による打ち合せ会議を開催した。 

令和元年度1回開催 

〇事業開始後の連携会議のあり方、帳票整備、子育て世代包

括支援センターの市民への周知方法などについて健康推

進課との打ち合せ会議を開催した。 

令和元年度5回開催 

〇令和元年度新規採用となった子育て支援センター職員が

子育て支援員研修を受講し修了することができた。 

〇令和元年 9 月の新庁舎開庁に合わせ子育て世代包括支援

センターを開設し事業開始。 

〇健康推進課との連携会議（こそだてサポート会議）を開催

し、特定妊婦など早期からの支援を必要とする方の情報共

有と支援を行った。（毎月1回開催 特定妊婦28名） 

 

【成果等】 

○子育て世代包括支援センター設置により、庁内関係部署や

職員の連携が図られ、早期支援や妊娠期から子育て期にわ

たる切れ目のない支援を行えるようになった。 

 

【今後の方向性】 

○センター関係部署への専門職の配置や相談支援体制強化

も含め、専門性の向上を図っていく。 

○関係部署との連携の仕組みや情報共有のあり方の検討を

引き続き行っていく。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て世代包括支援センター事業（健康推進課） 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,255,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,255,000 

 

 

【事業目的】 

〇妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関

する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健師等が専門的

な見地から相談支援等を実施し、関係機関と連携し切れ目の

ない支援体制を構築する。 

 

 

【実績】 

〇事業開始後の連携会議のあり方、帳票整備、子育て世代包

括支援センターの市民への周知方法などについてこども未

来課との打ち合わせ会議を4月から8月の間に５回開催。 

〇令和元年 9 月の新庁舎開庁に合わせ子育て世代包括支援

センターを開設し事業開始。 

〇令和元年9月より、こども未来課との連携会議（こそだて

サポート会議）を7回（月1回）開催。特定妊婦28名のサ

ポートをおこなった。 

 

 

【成果等】 

〇こそだてサポート会議により、支援プランを作成し、地区

担当保健師及びコーディネーター等が情報を共有し、円滑な

支援となっている。福祉・教育機関等への連携にも繋がって

いる。 

〇特定妊婦においては、出産後、産後ケアの利用にもつなが

り充実した支援ができている。 

 

 

【今後の方向性】 

〇妊娠、出産、育児期の切れ目のない支援が深まるように関

係機関と連携を図っていく。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 幼児教育・保育の無償化 担当課名 保育課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

54,012,420 

節 別 内 訳（円） 

報酬 547,560 

給料､ 

職員手当等 
5,675,000 

賃金 830,340 

報償費  

旅費  

需用費 50,000 

役務費 20,000 

委託料 10,479,400 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費 36,410,120 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 18,743,870 

県支出金 
9,371,935 

12,176,000 

地方債  

その他  

一般財源 13,720,615 

 

 

【事業目的】 

少子化対策の一環として、子育て世帯の経済的負担を軽減

するため、国の制度改正により、令和元年１０月から、幼稚

園や保育園、認定こども園、認可外保育施設などに通う、３

歳から５歳までの子どもと、０歳から２歳までの非課税世帯

の子どもの保育料が無償化となる。 

 

 

【実績】 

○対象者（令和２年３月３１日現在） 

【保育園・認定こども園】 

 ・３～５歳児 1,149人 

 ・０～２歳児（非課税世帯のみ） 51人 

【新制度未移行幼稚園・認可外保育施設】 

 ・満３～５歳児 241人 

 

○施設等利用給付実績 

区 分 延べ人数 金 額 

新制度未移行幼稚園   

 授業料 1,290人 32,992,070円 

 預かり保育料 403人 1,170,100円 

認可外保育施設   

 保育料 66人 2,118,000円 

認定こども園   

 預かり保育料 37人 129,950円 

合 計 1,796人 36,410,120円 

 

 

【成果等】 

 対象者の経済的負担の軽減が図られた。認可外保育施設に

ついても、保育の必要性があれば、無償化の対象となるため、

認可外保育施設への入園のハードルが下がり、保護者の選択

肢の幅が広がっている。 

 

 

【今後の方向性】 

無償化にともない、低年齢児の保育園入園希望者が増える

ことが予想され、各施設とも保育士の確保が課題となってく

る。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 保育所施設整備事業 担当課名 保育課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

33,287,499 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
6,510,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 26,777,499 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債 15,000,000 

その他  

一般財源 18,287,499 

 

 

【事業目的】 

〇「千曲市立保育園第１次整備計画」「公共施設等管理計画 

 」「公共施設再編計画」「個別施設計画」に基づいて、計画

的に保育園を整備することにより、安全で質の高い保育サー

ビス環境を提供する。 

 

 

【実績】 

〇あんず・雨宮統合保育園（仮称）整備事業 

・実施設計委託料        15,044,314円 

・基本設計業務委託        3,903,185円 

・地質調査業務委託        4,849,200円 

・用地測量等業務委託       2,980,800円 

 

 

【成果等】 

〇あんず・雨宮統合保育園（仮称）の建設を進めることで、

安全で質の高い保育サービス環境を提供することとなる。 

 

 

 

【今後の方向性】 

○「千曲市立保育園第１次整備計画」「公共施設等管理計画 

 」「公共施設再編計画」「個別施設計画」との整合を図りな 

 がら、計画的に整備・改修を進めていく。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 産婦健康診査事業・産後ケア事業 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,482,983 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,797,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 3,620,883 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
64,600 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,842,741 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,640,242 

 

 

【事業目的】 

〇出産後まもない時期の産婦は心身ともに不安定であるこ

とから、「産婦健康診査事業」で母親の身体機能の回復状

況や、授乳状況の把握、精神状態等の把握に努め、支援が

必要とされる産婦には、自宅に助産師を派遣する「産後ケ

ア事業」を実施する。 

 

【実績】 

〇令和元年4月から事業実施 

① 「産婦健康診査利用」1人2枚配布 

県内利用626枚＠5000、県外利用16枚 

② 「産後ケア利用」1人2回まで利用可能 

訪問実施実人数56名（延べ97名） 

  

【成果等】 

〇「産婦健康診査」を受診していただくことで、心身ともに

不安定な産婦を把握し、「産後ケア」の利用による助産師の

訪問や「赤ちゃん訪問」による地区担当保健師の訪問を行い、

より手厚い支援につながっている。 

〇産後ケア利用者アンケート結果（令和2年3月末現在）で

は、回答者36名中30名が「とてもよかった」6名が「よか

った」と回答している。 

 

 

【今後の方向性】 

〇現行要綱の利用対象者を6か月未満から1歳未満までに拡

大し、より多くの母子を支援できるよう改訂する。 

〇引き続き妊娠、出産、育児期の切れ目のない支援が深まる

ように関係機関と連携を図っていく。 
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 重点施策３   ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 結婚新生活支援事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,571,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
486,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 150,000 

地方債  

その他  

一般財源 1,421,000 

 

 

【事業目的】 

〇新婚夫婦が新生活をスタートするにあたって、所得要件な

ど一定の条件を満たす新婚世帯を対象に、新居の家賃や引

越費用などの一部を補助し、経済的な負担軽減を図り、市

内への定住を促進する。 

 また、「長野地域連携中枢都市圏」では、圏域内の男性と

圏域外の女性との「婚活イベント」を実施し、千曲市の人

口増を図る。 

 

 

【実績】 

〇新居の家賃補助など請求１件 

〇「婚活イベント」の参加者 

  男性１３名（内千曲市３名） 

  女性８名（県内２名、県外６名） 

 

 

【成果等】 

〇若年層の定住が図られている。 

〇「婚活イベント」後、５組のカップルが成立 

    

 

【今後の方向性】 

〇ガイドブックやホームページにより事業の周知を推進す

る。 

〇「長野地域連携中枢都市圏」では、「婚活イベント」を充

実させ、参加者にとって魅力のあるイベントを企画し、多

くのカップルが成立できるよう支援する。 
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 重点施策４   ≪高齢者福祉施策の推進≫ 

事 業 名 生活支援体制整備事業（介護保険特別会計） 担当課名 高齢福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,906,300 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
6,510,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 12,300 

役務費  

委託料 384,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 152,575 

県支出金 76,287 

地方債  

その他 91,151 

一般財源 6,586,287 

※その他…介護保険 第１号被保

険者保険料 

【事業目的】 

〇高齢となっても、可能な限り住み慣れた地域で生活を送る

ことができるよう、地域の中に高齢者の生活支援・介護予防

サービスの基盤づくりを進めていく。 
 
【実績】 

〇第１層及び第２層生活支援コーディネーターの配置 

・令和元年度の状況 

・「第１層（全体）協議体」を立ち上げ、コーディネーターの

活動検討等を行う会議（年６回）を行い、協議体構成機関や

地域との連携を進めた。 

・各圏域の活動検討等を行う「第２層協議体」の立ち上げに

向けた支援。 
 
【成果等】 

〇第２層生活支援コーディネーターが地域と連携した活動を

展開し、「介護予防」・「生活支援」の基盤づくりを進めた。 

〇各コーディネーターの活動概要 

・埴 生…介護保険施設を高齢者の集いや介護予防の場とし

て活用できないか、他圏域の「第２層協議体」や

「ケアカフェ」への参加等をつうじて検討を進め

た。 

・稲荷山…千曲市版「介護予防ディスコ」の実践や稲荷山圏

域の住民を主体とした第２層協議体の発足。 

・八 幡…八幡地区民生児童委員協議会を中心に地域の集ま

りに積極的に参加し、事業等の周知を行った。 

併せて、介護保険施設を高齢者の集いや介護予防の

場として活用できないか、検討を進めた。 

・戸 倉…地元住民が参加した「ケアカフェ」を開催し、今

後の取り組みを含めた活動の在り方を検討した。 
 
【今後の方向性】 

〇令和２年度から、第１層１名、更埴川東圏域及び上山田圏

域各１名(いずれも市社会福祉協議会職員)をコーディネータ

ーとして配置した。今後も住民との連携や地域資源の活用を

図る中で、引き続き基盤づくりを進める。併せて、事業の周

知やコーディネーターの活動状況等の広報に取り組む。 

担当圏域 氏 名 所 属 

第１層 市全体 市川 遼 市高齢福祉課 

第２層 

更埴川東 - - 

埴 生 若月 大樹 ｻｸﾗﾎﾟｰﾄ埴生 

更埴川西･稲荷山 小池 啓子 - 

更埴川西・八幡 佐々木 孝一 ｻｸﾗﾎﾟｰﾄ八幡 

戸 倉 松木 信治 戸倉ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽゆいっこ 

上山田 - - 
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 重点施策５   ≪行政改革≫ 

事 業 名 行政改革 担当課名 財政課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

202,128 

節 別 内 訳（円） 

報酬 50,400 

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 1,728 

役務費  

委託料 150,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 202,128 

 

【事業目的】 

○令和元年度までの5か年で取り組んでいる「第4次行政改

革大綱・実施計画（特別対策プラン含む）」の評価・分析を

行い、令和2年度から始まる「第5次大綱」を策定し、行政

組織のあり方や事務改善に着目しながら、経費の節減に努め

る。 

○公共施設の「再編計画」については、平成31年3月に策

定し、今後は各公共施設の具体的な方針を定める「個別施設

計画」を策定し、総量縮減（13%削減）に努める。 

○公共施設使用料は、公平の原則に基づき応分の受益者負担

を求めることが必要。10月の消費税が10%に上がることなど

も考慮し、使用料の改定を行う。 

【実績】 

○第4次行革大綱・実施計画（特別対策プラン含む）につい

ては、目標達成に向け最終年度の取り組みを実施し、前年度

までの評価・分析を行った。 

また、「第5次大綱」を策定方針に基づき大綱及び実施計画

（15項目）を策定した。 

○公共施設再編計画については、平成31年3月に策定し、

再編の考え方、施設類型毎の再編の方向性などを示した。 

また、個別施設計画策定に向け研修会を実施した。 

○公共施設の使用料については、利用者負担基準に基づき、

適正な料金改定を行った。 

【成果等】 

○第4次行革大綱・実施計画については、推進期間（5か年）

における計画進捗率の平均値は84％となった。特別対策プラ

ンについては、進捗率が79％（自主的な取り組みを含む）と

なった。 

また、「第5次大綱」については、実施項目を15項目に絞り

込むとともに、毎年度見直しを行い、必要に応じて項目を増

やせるよう柔軟な対応ができるものとした。 

○個別施設計画については、研修会の実施後、施設所管課に

おける素案の作成まで行うことができた。 

○公共施設使用料の見直しに当たっては、利用者に急激な負

担とならないよう、現行料金の1.5倍を上限額とし、激変緩

和を行った。 

【今後の方向性】 

○第5次大綱については、毎年度取組の課題を整理・検証し、

引き続き行政改革を推進していく。 

○公共施設の再編については、再編計画に基づき、今後所管

課により具体的な方針を定める「個別施設計画」を策定して

いくが、全体の整合性を図る調整や進捗管理を行っていく。 

○公共施設の使用料については、社会経済環境の変化に応じ

定期的（原則3年ごと）に見直していく。 
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 重点施策６   ≪市民と共に歩む市政≫ 

事 業 名 協働のまちづくり推進事業 担当課名 市民協働課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

16,581,291 

節 別 内 訳（円） 

報酬 40,950 

給料､ 

職員手当等 
7,595,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 5,606,866 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,338,475 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 967,000 

地方債  

その他  

一般財源 15,614,291 

 

 

【事業目的】 

〇地域課題を市民とともに解決しながら、まちづくりを進め

るために、「千曲市協働のまちづくり指針」に基づき策定

した「第二期千曲市協働のまちづくり行動計画」の具体的

な取り組みとして、『千曲市協働事業提案制度』をはじめ

とした協働のまちづくりを推進するために事業を実践す

る。 

 

 

【実績】 

〇『千曲市協働事業提案制度』の実施 

 ・実施事業数 継続事業 7事業9団体 

        新規事業 1事業1団体 

・令和元年度募集（令和2年度から実施） 

応募件数 5事業 5団体 

   採択件数 3事業 3団体 

 

〇『市民活動交流センター』開設・運営 

 ・市民活動団体等からの相談 64件 

 ・市民活動団体交流会 4回 

（市民活動団体発表会、フリーマーケット） 

 

 

【成果等】 

〇協働事業提案制度の実施により、市民と行政が対等に協議

できる場面が増えた。また、市職員の協働に対する意識の

向上を図りながら、市民からの専門的なノウハウやアイデ

アを取り入れることができた。 

〇市民活動交流センターの運営により、利用者同士の交流や

情報交換・連携を促進することができた。 

 

 

【今後の方向性】 

〇マルチパートナーシップ（市民･NPO･企業と行政がお互い

に協働）によるまちづくり推進に向け、ネットワークの構

築が必要 

〇市民活動団体等の活性化のため、団体間の交流や人材育成

の拠点施設の設置が必要 
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 重点施策６   ≪市民と共に歩む市政≫ 

事 業 名 地域課題解決実践事業（千曲市あんずプロジェクト） 担当課名 総合政策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

0 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源  

 

 

【事業目的】 

地域課題の解決や、公共サービス等の立案・実行により持続

可能な行政経営を行うことを目的として、市、国立研究開発

法人情報通信研究機構（NICT）」、「信州大学」、民間企業６社

の産学官連携による「低電力無線通信技術（LPWA）」を利用

した実証実験を行う。 

 

 

【実績】 

〇第1回全体会合開催：2019年5月20日～21日 

〇河川監視システム実験装置の設置（更級川3地点）： 

2019年7月25日 

〇学校の教室環境測定実験装置の設置（戸倉上山田中学校）： 

2019年12月11日 

 

 

 

【成果等】 

LPWA 中継器の動作不良等があり、通信網の構築に時間を要

しているため、個々の実験については当初実験期間の中では

目標未達だった。 

個々の中継器については、台風災害時の気象データを記録し

ている等、一定の成果が得られた。 

 

 

 

【今後の方向性】 

通信網の構築が遅れたことから個別実験が進まなかったた

め、当初のプロジェクト参加者に新たに民間企業1社を加え

た10者により、3年間のプロジェクト延長が決定した。 

通信網の構築・整備を2020 年度途中までに終了し、個別実

験を開始する予定。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備   

事 業 名 国道及び県道整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,120,460 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,425,000 

賃金  

報償費  

旅費 104,280 

需用費 1,580 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
589,600 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 6,120,460 

 

【事業目的】 

○国道整備事業について 

・国道18号坂城更埴バイパスの事業化区間の早期完成及び

未事業化区間の早期事業化を要望する。 

・国道18号杭瀬下交差点の改良事業の要望をする。 

○県道整備事業について 

・県道路整備の要望をする。 

 

【実績】 

○国道整備事業について 

・令和元年7月22日に、「新国道上田篠ノ井間建設促進期成

同盟会」で、県及び長野国道事務所に新国道上田篠ノ井間

の早期建設を要望した。 

・令和元年11月15日に「新国道上田篠ノ井間建設促進期成

同盟会」で、国に新国道上田篠ノ井間の早期建設を要望し

た。 

・令和2年2月4日に、千曲市単独で国に新国道上田篠ノ井

間の早期建設を要望した。 

・国道18号杭瀬下交差点の改良事業については、用地交渉

の支援を行った。 

○県道整備事業について 

・令和元年7月30日に「県道森篠ノ井線延伸整備促進期成

同盟会」で、長野県に県道森篠ノ井線延伸整備を要望した。 

 

【成果等】 

○国道整備事業について 

・稲荷山～長野市篠ノ井塩崎間 2.6ｋｍのうち、平成 30 年

に貫通した（仮称）稲荷山トンネル174ｍの工事が行われ

た。 

・国道18号杭瀬下交差点の改良事業については、主に対象

箇所の北側の用地取得が行われた。 

○県道整備事業について 

・県道姨捨停車場線と国道403号との交差点改良工事が行わ

れた。 

・森地区の市道うぐいす線までの地形測量が行われた。 

 

【今後の方向性】 

国道及び県道整備については、引き続き国や県に対し要望

を行っていく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備   

事 業 名 姨捨スマート IC整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,369,278 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,170,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
139,278 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
60,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,369,278 

 

 

【事業目的】 

姨捨スマートICは、市の西側の玄関口であり、フル規格化

に向けた段階的な実施により、温泉等の観光振興や地域企業

の経済活動へ寄与するとともに市民の利便性の向上を図る。 

 

【実績】 

平成30年6月に姨捨スマートICが24時間化したことを契

機に、令和元年6月に千曲市建設課が姨捨スマートIC推進協

議会の事務局となった。 

 

 

【成果等】 

 

平成28年度累計利用交通量 370,532台 （約1,012台/日） 

平成29年度累計利用交通量 388,494台 （約1,062台/日） 

平成30年度累計利用交通量 409,461台 （約1,119台/日） 

令和元年度累計利用交通量  410,439台 （約1,121台/日） 

 

令和元年度・月別スマートIC利用台数 

 

 

令和元年度の最後には新型コロナによる交通量の減少も見

られたが、姨捨スマート IC が 24 時間化したことによって結

果的には 1 日の平均利用台数が 1,121 台となり、過去最多の

利用台数となった。 

 

【今後の方向性】 

フル規格化推進に向けた段階的整備のうち、24 時間化が実

現した。続いて第 2 段階の全車種適用に向け、調査・研究を

重ね、関係各所と協議していく。 

 

4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備   

事 業 名 市道 1-21号線整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

393,445,784 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
22,307,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 979,000 

使用料及び 

賃借料 
596,876 

工事請負費 342,602,100 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
26,960,208 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 203,774,000 

県支出金  

地方債 150,000,000 

その他  

一般財源 39,671,784 

 

【事業目的】 

都市計画道路千曲線として全体延長 9070ｍ間の 800ｍ区間

であり、合併後の地域を連絡する千曲市の主要幹線道路であ

る。 

近年は国道18号、堤防道路の迂回路として利用されている

ことから交通量は増加の一途をたどっており、地域の生活道

路、通勤通学路の、円滑で安全な交通の確保並びに地域の一

体性の確保と均衡ある発展を目指す。 

 

【実績】 

【平成30年度繰事業】 

第１工区 道路改良工Ｌ＝141ｍ 

第２工区 道路改良工Ｌ＝86ｍ、函渠工Ｌ＝45ｍ、管きょ工

Ｌ＝19.7ｍ 

【令和元年度現年事業】 

第１工区 道路改良工Ｌ＝351.1ｍ、側溝工Ｌ＝300ｍ、ボッ

クスカルバート工Ｌ＝156ｍ 

道路植栽工Ａ＝340㎡ 

家屋調査委託Ｎ＝3棟 

工作物補償等6件（ガス管移設、フェンス移設他） 

作業用地借上げ1件 Ａ＝553.6㎡ 

 

【成果等】 

平成30年度の繰越予算及び令和元年度予算により残区間工

事の改良工事、工作物補償等を実施し、千曲線完成の早期実

現に向けて事業の推進を図った。 

 

【今後の方向性】 

令和2年度は令和元年度の繰越工事（道路改良工Ｌ＝574.4

ｍ）を完了させ、さらに植栽工（Ａ＝320㎡）を実施し全体完

成としたい。 

 



- 24 - 
 

 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(2)橋梁の修繕   

事 業 名 粟佐橋橋梁耐震化事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,773,600 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
173,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 2,600,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,300,000 

県支出金  

地方債 1,100,000 

その他  

一般財源 373,600 

 

 

【事業目的】 

平成2年の架橋で30年が経過しており老朽化が進み、床版

に遊離石灰を伴うひび割れや塗装の劣化が確認される。また、

1980 年道路橋示方書の設計で、現行の道示で定める耐震性能

を保有していないため、早急な補修により長寿命化、ならび

に耐震化を図り、重要幹線道路安全な通行を確保する。 

 

 

 

【実績】 

耐震補強設計一式（令和2年度へ繰越、決算額は前払い金） 

 

 

 

【成果等】 

平成30年度より耐震補強設計を実施しており、令和2年 6

月末で設計が完了した。 

 

 

 

【今後の方向性】 

 令和 3 年度より、粟佐橋の耐震補強工事に着手し、早期の

工事完了に努める。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(2)橋梁の修繕   

事 業 名 道路橋長寿命化事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,977,800 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
520,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 8,457,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 4,488,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,489,800 

 

 

【事業目的】 

道路法施行規則に基づき近接目視による５年に１回の定期点

検を実施し、点検結果を踏まえ橋梁の補修を計画的に実施するこ

とで、橋梁の長寿命化を図りライフサイクルコストの低減を目的

とする。 

 

 

【実績】 

橋梁点検N=80橋（R2へ繰越） 

大型カルバート点検N=1基 

橋梁長寿命化修繕（個別施設）計画策定一式（R2へ繰越） 

 

 

【成果等】 

長寿命化修繕計画が令和2 年 6月に完成したことで、メン

テナンスサイクル（点検、診断、修繕等）を構築し、橋梁の

安全性及び維持管理の効率性の確保を目的とした予防的な保

全による維持管理が可能となる。 

 

 

【今後の方向性】 

 修繕計画に基づき、橋梁を修繕していく。また、引き続き

点検を実施し、橋梁の状態を注視していく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(3)地域公共交通政策   

事 業 名 循環バス運行事業 担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

130,096,065 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 380,833 

役務費 350 

委託料 633,800 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 27,402,824 

負担金､補助 

及び交付金 
97,338,258 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 2,546,260 

県支出金  

地方債 24,500,000 

その他  

一般財源 103,049,805 

 

 

【事業目的】 

平成 30 年度に策定した「千曲市地域公共交通網形成計

画」に基づく、各種まちづくり施策と一体となった、持続

可能な公共交通ネットワークの形成 

 

【実績】 

  

指標 基準値 令和元年度末実績 目標値（R5年度末） 

幹線の運行

頻度 

1日12便 1日14便 1日14便 

地域フィー

ダーの構築 

1地域 1地域 4地域 

低床車両導

入台数 

1台 2台 3台 

県産材使用

によるバス

停ベンチ設

置 

未設置 10か所 20か所 

幹線の利用

者数 

10.9 人/

便 

9.1人/便 11人/便 

地域交通軸

の利用者数 

5.3人/便 4.9人/便 6人/便 

地域内フィ

ーダーの利

用者数 

2.0人/便  2.1人/便 2人/便 

 

【成果等】 

 低床車両の新規導入（1台）に際して、市内在住の画家で

ある越ちひろ氏の作品をバスにラッピングし、高齢者や障が

い者が利用し易い環境整備だけでなく、多くの市民の方々が

循環バスに親しめるような環境整備を行った。 

 また、利用者の多い停留所に優先的にベンチを設置し、待

合の負担を軽減した。 

 

 

【今後の方向性】 

 「地域公共交通網形成計画」は令和元年度～令和5年度ま

でを計画期間としている。 

 計画期間内は各施策に対する評価・検証を確実に行い、事

業内容の検証を行いつつ、各種目標の達成に努める。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(4)しなの鉄道「戸倉駅」のバリアフリー化   

事 業 名 
運輸通信対策事業 
（しなの鉄道「戸倉駅」のバリアフリー化事業） 

担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

9,501,881 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 21,120 

役務費  

委託料 284,075 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
8,111,686 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 9,501,881 

 

 

【事業目的】 

 ① 高齢者や障がいのある方がスムーズに鉄道を利用でき

るよう、戸倉駅のバリアフリー化をしなの鉄道㈱に働

きかける。 

 ② 戸倉上山田温泉を含む戸倉駅周辺地域の賑わい、戸倉

駅の乗降客数増加等の活性化について、しなの鉄道㈱

及び関係者と協議を行う。 

 

 

【実績】 

 ① しなの鉄道㈱と戸倉駅バリアフリー化について協議

を進め（全４回）、令和元年度は地質調査を実施しエ

レベーター設置に対する素案を組み立てた。 

 ② しなの鉄道㈱及び関係者との「意見交換会」を開催し

た。（全2回） 

 

 

【成果等】 

① しなの鉄道㈱から基礎調査等の結果に基づく3案が示

され、協議を重ね、こ線橋を含むエレベーター設置事業

の方向性が決定した。 

 ②戸倉駅をハブとしたサイクルツーリズムなど推進活性

化に向けた具体案の提案がされた。 

 

    

 

 

【今後の方向性】 

 ① 施行に向けた基本協定の締結とエレベーター設置の概

略設計の着手。 

 ② 具体案の実施に向け、関係機関を交え、協議・検討を

引き続き行う。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(5)自転車による交流人口の拡大   

事 業 名 自転車活用推進（計画策定）事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,952,950 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
347,200 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 2,992,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 2,613,750 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,952,950 

 

 

【事業目的】 

国や長野県の動向を踏まえ、多様な目的で自転車を活用す

ることができる環境の創出を目指すとともに、千曲市の観光

資源や交通ネットワークなどの既存資源を活かしつつ、科野

さらしなの里サイクリング推進委員会を中心とした、千曲市

のこれまでの自転車施策を更に促進させる。 

 

 

【実績】 

千曲市自転車活用推進計画策定済 

サイクリングコース案内看板設置工事N=5箇所 

（戸倉上山田地区、稲荷山地区、森・倉科地区、姨捨地区コ

ース） 

サイクリングコース路面標示工事N=2箇所 

（力石地区、戸倉地区コース） 

 

 

【成果等】 

観光面での自転車活用を推進するため、基本目標を定め、

さらに目標達成のための6 項目の事業を推進することとした

（自転車ネットワーク路線の整備推進、受入環境の整備、公

共交通機関との連携強化、自転車関連イベントの開催、PRの

強化、サイクルツーリズムに関する地域連携の推進）。 

 

 

【今後の方向性】 

令和元年度は観光振興に特化した計画策定を行ったため、

令和 2年以降に通勤通学、健康面でのメリットなど多面的な

自転車活用を目指した計画の拡充を行う。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(5)自転車による交流人口の拡大   

事 業 名 自転車道を核とした賑わいのあるまちづくり事業 担当課名 スポーツ振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,113,703 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
271,250 

賃金  

報償費 291,713 

旅費  

需用費 231,607 

役務費 62,613 

委託料 256,520 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 421,227 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 692,476 

 

 

【事業目的】 

県道上田千曲長野自転車道線は、千曲川左岸を南北に抜け

る自転車専用道であり、サイクリングでの利用はもちろんの

こと、ランニングを安全・快適に楽しめる資源である。これ

を活かし、戸倉上山田地区に散在する日帰り入浴施設をセッ

トで楽しむライフスタイルを提案する「千曲ラン」を推進す

ることにより、市民のスポーツ振興や観光振興につなげる。 

 

 

【実績】 

白鳥園の指定管理者（日本レクシー）と連携し、平成 31

年3月から6月と9月から12月（酷暑時、降雪期は実施しな

い）に、月2回ランニングイベントを開催し、1回あたり15

人前後のランナーの参加があった。地方創生推進交付金を活

用し、「千曲ラン」のパンフレット作成や、おばすてマラソン

及び元旦マラソンの開催経費に充当した。 

 

 

【成果等】 

千曲川沿いの平坦で走りやすいコースを実際に体感してい

ただいたランナーからは好評であった。秋に開催される千曲

川ハーフマラソン（令和元年度は台風の影響により中止）へ

の参加に向けたPRも行った。 

 

 

【今後の方向性】 

県道上田千曲長野自転車道線におけるサイクリング及びラ

ンニングの振興のため、引き続き「千曲ラン」を軸にPRを実

施する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(5)自転車による交流人口の拡大   

事 業 名 自転車による交流人口の拡大 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,186,000円 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 144,000 

役務費  

委託料 957,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 478,499 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,707,501 

 

 

【事業目的】 

テーマ別観光コンテンツの一つとして、サイクルツーリズ

ムは各地で注目されており、本事業により滞在型・体験型

観光の充実を図る。 

 

 

 

【実績】 

 独自のホームページの整備 957,000円 

 サイクルスタンドの設置 市内14か所14基 

 サイクリングマップの増刷（英語・日本語・繁体字うち日

本語版1,000部増刷）100,000円（マップ設置箇所：公共

施設、旅館・ホテル、上山田中央駐車場） 

 

 

 

【成果等】 

 サイクルツーリズム先進国である台湾でのセールスに活

用できた。 

 昇竜道（北陸・中部）観光商談会（高雄・台中・台北） 

 教育旅行商談会（高雄・台中・台北） 

 JNTO日本旅行博（台北）等 

 香港ブックフェア 

 タイ・インドネシアプロモーション（長野県連携） 

 台湾旅行業者ファムトリップ（しなの鉄道沿線連携） 

    

 

 

【今後の方向性】 

 長野県全体が抱えているグリーンシーズンの集客落ち込

みを解消する手段として、オール長野での取組みが期待され

る。 

 市内コース等、協議会を通じ協議し、より魅力あるコース

整備を進める。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(5)自転車による交流人口の拡大   

事 業 名 自転車駐輪場の無料化 担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

11,636,499 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
813,750 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 10,822,749 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 11,636,499 

 

 

（事業目的） 

駅利用の促進のため、屋代駅・屋代高校前駅・戸倉駅の自

転車駐輪場を無料化とする。あわせて、駐輪場管理委託料の

削減を図る。 

 

 

 

【実績】 

公共施設の料金改定にあわせ令和元年10月より無料化と

した。 

また、事前に利用者への周知を徹底し円滑に移行できた。 

駐輪場管理委託料の削減として、管理人室の時間短縮を図

った。 

無料化前     無料化後 

【屋代駅前駐輪場】  7：00～19：30  7：00～12：00 

【屋代高校前駅駐輪場】7：00～19：30  7：00～17：00 

【戸倉駅前駐輪場】  7：00～18：00  7：00～17：00 

 

 

 

【成果等】 

利用者の増加について、台風19号や新型コロナウイルス

感染症の影響で駅利用者が減少したため、無料化を実施する

前と後では比較が難しい。 

また、駐輪場管理人室の時間短縮により管理委託料が令和

元年度4月から9月と比較し、10月から3月では2,656,555

円の削減が図られた。 

   

  

 

【今後の方向性】 

管理人室の時間短縮により、放置自転車の増加が心配される

ため、定期的な放置自転車の確認を行い、整理整頓された駐

輪場を目指し、更なる市民の利便性の向上を図る。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(6)千曲ブランドの推進   

事 業 名 千曲ブランドの推進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,231,454 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費 88,550 

旅費 288,358 

需用費 62,503 

役務費  

委託料 1,000,000 

使用料及び 

賃借料 
157,420 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
2,294,623 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 8,231,454 

 

 

【事業目的】 

地域資源を積極的に活用し、新たに価値を生み出す取り組

みである千曲ブランドの活用・開発の促進及び市内外への

ＰＲにより、千曲市のイメージアップを図る。 

 

 

【実績】 

・各展示会・即売会等への参加。 

出展回数 16回、延べ出展業者数 60業者 

・信州千曲ブランド認定商品（展示会や各種イベント、

宇和島市道の駅）の売上額   3,902,957 円 

・信州千曲ブランド認定商品取扱店：屋代駅ウェルカム

ステーション・あんずの里物産館・ヤマサン 

・信州千曲ブランド商品の更新（２年に一度）及びパンフレ

ットの作成。 

35業者159品目（令和２年２月認定） 

 

 

【成果等】 

・継続的にイベント（物販）に参加し、来場者から「今年も

○○（商品名）を買いに来たよ」などと声をかけていただ

けるようになった。 

・首都圏でのイベント（物販）に参加し、信州千曲ブランド

認定商品の販売とあわせ、千曲市ブースの設置・観光パン

フレットの配布やポスターの掲示により、千曲市全体のＰ

Ｒを実施した。 

 

 

【今後の方向性】 

・認定商品が多いため、商品選びに消費者が苦慮するとの意

見がある。信州千曲ブランドの高付加価値がある商品に向

けて検討する必要がある。 

・商談会の情報提供並びに商談会へ新規で出展する事業者へ

のレクチャーが必要である。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(7)信州千曲観光局との連携   

事 業 名 信州千曲観光局との連携 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

43,142,500 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
542,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 42,600,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 43,142,500 

 

【事業目的】 

・観光地域づくりの舵取り役である「信州千曲観光局」と

共に、千曲市を“住んで良し、訪れて良し”の魅力ある

地域にすることを目指す。 

  

・観光局は、主に観光行政では対応できない分野を担当し、

観光行政と両輪で観光振興を推進する。具体的には、①

地域活性化のために交流人口を増やす、②地域にお金を

落とす仕組みをつくる、③マーケティング調査に基づく

戦略(ブランディング）を策定・実施する。 

 

 

【実績】 

○千曲市の観光情報の収集と一元化と情報発信 

・HP記事投稿数 平成30年度：194件→令和元年度：205件 

・FaceBook記事数 平成30年度：112件→令和元年度：193

件 

・HPプレビュー数 平成30年度：521,435件 

→令和元年度：566,224件 

 

○市場調査や結果に基づくプロモーション活動の実施 

・平成30 年度 来訪者満足度調査を実施し、5 月 21 日に会

員を対象に報告会を実施。 

 

○「体験型旅行商品」の造成 

・着地型旅行商品数 

年度 新規件数 延べ件数 

平成29年度 7件 7件 

平成30年度 9件 16件 

令和元年度 1件 17件 

 

 

【成果等】 

・千曲市に訪れた観光客数の増加 

平成30年：376,100人→令和元年：437,200人 

 

 

【今後の方向性】 

○千曲市の認知度をさらに向上させ誘客促進を図る。 

 ・市内外への観光情報の発信 

・安定した財源の確保 

・人材（リーダー、専門職）の確保 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(8)移住定住の促進   

事 業 名 移住定住の促進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,785,950 

節 別 内 訳（円） 

報酬 3,000,000 

給料､ 

職員手当等 
2,712,500 

賃金  

報償費 25,000 

旅費 190,850 

需用費 11,680 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
845,920 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 6,785,950 

 

 

（事業目的） 

東京圏を中心とした人口集中都市から千曲市へ移住して

もらうための受け入れ態勢を整備し、スムーズな移住・定

住を図る。 

【実績】 

○セミナーの開催 

・「楽園信州」関係 

 
6/30 

ウインクあいち 

（愛知県名古屋市） 
2組3名 

 
8/4 

ふるさと回帰支援センター 

(東京都千代田区) 
1組1名 

 
9/28 

シティプラザ大阪 

（大阪府大阪市） 
3組4名 

「連携中枢都市圏」関係 

 4/20～

21 

移住･交流情報ガーデン 

(東京都中央区) 
2組2名 

 
7/13 

ふるさと回帰支援センター 

(東京都千代田区) 
3組5名 

 
12/1 

ふるさと回帰支援センター 

(東京都千代田区) 
1組2名 

・他市町村主催の移住説明会 

 

2/9 

移住・交流ガーデン主催：須

坂市(東京都中央区) 

 

3組5名 

・その他、不定期でふるさと回帰支援センター内の長野県ブ

ースを利用し、千曲市出張デスクを開催。 

 

○地域おこし協力隊員1名を雇用 

 

【成果等】 

・移住促進施策（移住セミナーでの先輩移住者との交流）によ

り、1組2名が千曲市に移住した。 

 

【今後の方向性】 

・おためし移住の推進及び専任移住相談員の設置を検討す 

 る。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(9)空家対策の推進   

事 業 名 空家等対策推進事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,391,040 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費  

旅費 1,760 

需用費 49,280 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,391,040 

 

 

【事業目的】 

○「千曲市空家等対策計画」に基づき、管理不全な空き家の

発生抑制、適正管理の促進、有効活用等の対策を計画的に推

進する。 

 

 

【実績】 

○空き家の有効活用及び定住を促進し、地域の活性化を図る

ため「千曲市空き家バンクリフォーム補助金交付要綱」を制

定した。 

施行期日：令和元年10月1日から令和4年9月30日 

空き家バンク登録物件数 54 件（内令和元年度登録は 8

件） 

契約成立物件数 31件（内令和元年度契約成立は7件） 

取下げ等物件数 13件（内令和元年度取下げ等は4件） 

 上記施策を周知するためのチラシを全戸配布した。 

 

 

【成果等】 

○空き家バンクへの登録物件数が平成30年度より増加し、

空き家の適正管理や有効活用等についての対策を推進する

ことができる。 

 

 

【今後の方向性】 

○空家等は財産権や所有権に基づき所有者等が管理するも

のであることから、対応については所有者等に求めることを

基本とし、所有者等が自己解決できるよう助言・指導（適正

管理を促すことや利活用等についての情報提供）を行ってい

く。 

また、倒壊の危険性のある空き家については、特定空家に

認定して空き家の所有者等に対し、助言・指導を行い空き家

の改善に努めていく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 新規就農者支援事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

14,201,872 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金  

報償費  

旅費 32,180 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
12,542,192 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 12,352,192 

地方債  

その他  

一般財源 1,849,680 

 

 

【事業目的】 

就農相談の実施による新規就農者の確保と交付金の交付

等による就農者の支援により、当市農業の次代を担う人材の

確保･育成を図る。 

 

 

【実績】 

（1）就農相談会 

・長野県市町村JA合同就農相談会＠新宿 1名面談 

・新・農業人フェア＠新宿 5名面談 

（2）市内における就農相談対応（随時14件） 

（3）農業次世代人材投資事業 

 （経営開始型）交付：9名8組 

（4）市単新規就農支援事業 

 （農業後継者支援）交付：1件   

 

 

【成果等】 

 令和元年度に市内で新たに農業経営を開始した青年等新

規就農者は、2名（夫婦一組）。 

 令和2年度にも、新たに就農する学卒者を確保している。 

 

 

【今後の方向性】 

 引き続き就農相談と交付金の交付という 2 つの柱で就農

者確保を進める。 

 就農相談については、WEB等により面談機会を増やす方策

を県とともに検討する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 農地中間管理事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

542,500 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
542,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 542,500 

 

 

【事業目的】 

・認定農業者等の担い手への農地集積と集約化を促進し、 

農地の有効利用や農業経営の効率化、荒廃農地化を未然に 

防ぐことを目的とする。  

 

 

 

【実績】 

令和元年度公告件数：40件 

令和元年度公告面積：36,187.21m2 

 

 

 

【成果等】 

・農業者の高齢化や、世代交代による離農が加速している中、 

 安定した耕作を実施することが可能な担い手農家及び土地 

地権者へ中間管理事業を紹介・利用推進することで、農地

集積を促進し、農地の荒廃化を一定程度抑制することがで

きた。 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

・相続が完了している案件や抵当権が設定されていない案件 

 については、農業委員会と連携しながら、積極的に中間管 

 理事業の利用を案内し、担い手への農地集積を促進してい

く。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 ワイン振興事業 担当課名 農林課 

 

 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,269,458 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費 4,240 

需用費 10,218 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
1,000,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 
(PRイベント参加

者負担金) 
105,358 

一般財源 4,164,100 

 

 

 

 

 

【事業目的】 

・ワイン用ぶどうの栽培振興を通じ、遊休荒廃農地の発生防

止・解消および担い手の確保を図るとともに、ワインを取

り巻く多様な産業（商工・観光）と連携した地域活性化を

目指す。 

 

 

【実績】 

・栽培講習会 3回実施 

・ワインぶどう研究会試験圃場産ぶどう収穫 877kg 

・千曲市産ワインＰＲイベントの開催や、長野市、東御市に

おけるイベントへ出展 

・共同育苗施設の運用 6名利用 

・支柱等に対する助成 2件100,000円 

・市内のワインブドウの栽培面積 5.9ha（前年対比+0.8ha） 

 

 

【成果等】 

・試験圃場で栽培する希少品種「マルベック」が市内外のイ

ベントで非常に高い評価を頂き、生産者の中でマルベック

の増産に向けた機運が高まっており、作付面積の拡大及び

市内ワインの増産が期待できる。 

 

 

【今後の方向性】 

・定年帰農者などを取り込んで更なる面積拡大を図るため、

定年を迎える世代をターゲットにした栽培セミナーなど

を開催する。 

・市内第1号のワイナリー建設希望者に対し、引き続き交付

金の活用等に向けた支援を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 39 - 
 

 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 あんずのブランド化事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,843,435 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費 277,540 

需用費 227,209 

役務費  

委託料 3,053,436 

使用料及び 

賃借料 
30,250 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 2,770,000 

地方債  

その他 56,699 

一般財源 4,016,736 

財源内訳（その他） 

①23,652円 

銀座ＮＡＧＡＮＯ物販売上代金 

②33,047円 

東京駅新幹線マルシェ物販売上代金  

 

【事業目的】 

・あんず産地の活性化に向け、高品質で安定した儲かるあん

ず栽培で所得の向上を目指すとともにあんずのブランド化

を図り、地域・経済の活性化を図る。 

 

【実績】 

・プレミアムハーコット「杏月」の販売開始。 

⇒杏月の総販売玉数は1,894玉。出荷農家数は19戸。 

・首都圏での販売先は、銀座ＮＡＧＡＮＯ、紀伊国屋、伊勢

丹等で販売 

・新宿高野とハーコットのパフェ作りイベントを実施 

・凍害防止のための株緩め試験の実施 

・カットバックによるあんずの樹高改善 

・非破壊糖度検査機器の研究開発試験 

・可食期間及び最適可食期間試験の実施 

・広報活動用資料（パンフ、チラシ）の作成 

 ⇒杏月原寸大チラシ300枚、のぼり10本、ポスター20枚、

法被５着 

 

【成果等】 

・ハーコットの糖度及び硬度を非破壊の状態で、正確かつ 

簡易に測定可能になった。 

・果物専門店の老舗である新宿高野と事業を実施したことに 

より、令和２年度以降の杏月及びあんず加工品の販売先とし 

て新たな道筋が出来た。 

・杏月を購入いただいた方にアンケートを実施。プレミアム

感を感じたという意見がある一方で、価格が高いという意見

が５割弱あった。 

・１玉当たりの農家手取り額について、レギュラーハーコッ

トが約100円に対し、杏月は約196.5円となり約2倍の金額

となった。 

 

【今後の方向性】 

・首都圏については杏月をきっかけとして、千曲市のあんず

のＰＲを継続して実施していく。 

・ＪＡを通さずに生産者が杏月を出荷できる体制づくりを行

う。 

・杏月（ハーコット）の加工品についても研究していく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 棚田保全事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

24,097,844 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,084,800 

給料､ 

職員手当等 
3,147,000 

賃金 0 

報償費 165,000 

旅費 166,515 

需用費 518,340 

役務費 20,760 

委託料 5,599,916 

使用料及び 

賃借料 
145,853 

工事請負費 6,363,080 

原材料費 136,080 

公有財産 

購入費 
3,129,000 

備品購入費 0 

負担金､補助 

及び交付金 
621,500 

扶助費 0 

補償､補填 

及び賠償金 
0 

公課費 0 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 2,849,000 

地方債  

その他（棚田

会員料金） 
2,739,300 

一般財源 18,509,544 

 

 

【事業目的】 

「姨捨の棚田」の保全について、「棚田保全推進会議」など

と協議しながら、担い手の確保対策のほか、営農環境と観

光振興の両面での充実を図る。 

 

 

【実績】 

・棚田保全推進会議の開催 

・棚田貸します制度の実施 体験コース67組、保全コース

25組 面積22,089㎡ 

・姪石苑の改修（電気設備の設置、水洗化トイレの設置） 

・案内看板の設置、ベンチの設置、 

・棚田の地権者に対するアンケート調査の実施 

・荒廃田へのミョウガの試験栽培の実施 

・駐車場用地の購入1,674㎡、3,129千円 

 

 

【成果等】 

・姪石苑の電気設備の設置やトイレの水洗化、案内看板の設

置により棚田貸します制度で訪れるオーナーや観光客の

利便性が向上した。 

・荒廃田対策に新たな道筋ができた。 

・アンケートにより地権者の意向や想いが確認できた。 

 （保全団体を通じて、地域外の人と協力していきたい。） 

（後継者がおらず、農作業が負担。）など 

    

 

【今後の方向性】 

・ボランティア組織や農業生産法人など新たな担い手の確保 

・営農環境と観光振興を図るための棚田ブランドの開発 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)農業の担い手の確保と高付加価値農業の推進   

事 業 名 トルコギキョウのオリンピックビクトリーブーケ採用活動 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

765,730 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費 61,730 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
704,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 765,730 

 

 

【事業目的】 

当市力石地区は日本でトルコギキョウを初めて栽培し

た地であり、世界的な育種家もいるため、東京オリンピッ

ク・パラリンピックでのビクトリーブーケへの採用を目指

すため、PRをしていく。 

 

 

 

【実績】 

国際ガーデンEXPO（令和元年10月9日～11日）へ、（株）

ナカソネリシアンサス、JA ながの花卉共販部会、力石花卉

部会ならびに千曲市で共同出展し、PRを行った。 

 

 

 

【成果等】 

国際ガーデン EXPO 期間中は、300 人を超える方に出展ブ

ースへ訪れていただき、特に女性客から好評を得た。 

出展を通して、オリンピック・パラリンピックのビクトリ

ーブーケへの千曲市産トルコギキョウ採用を目指したが、残

念ながら、福島県産のトルコギキョウが採用されることとな

った。 

 

 

 

【今後の方向性】 

オリンピックでは不採用となったが、力石の花きの販売促

進にのため、今年度は世界らん展2021（令和3年2月14日

～21日開催）へ出展し、千曲市産トルコギキョウのPRに努

めていきたい。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(11)林業の振興   

事 業 名 民有林整備事業（森林経営管理制度） 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,646,500 

節 別 内 訳（円） 

報酬 0 

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金 2,880,000 

報償費 0 

旅費 0 

需用費 0 

役務費 0 

委託料 2,139,000 

使用料及び 

賃借料 
0 

工事請負費 0 

原材料費 0 

公有財産 

購入費 
0 

備品購入費 0 

負担金､補助 

及び交付金 
0 

扶助費 0 

補償､補填 

及び賠償金 
0 

公課費 0 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 0 

県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 6,646,500 

 

※ただし、地域林政アドバイザー報酬 

2,880千円は地方交付税に算入。 

森林経営管理区域抽出業務委託料 

1,815千円は森林環境譲与税を活用。 

【事業目的】 

令和元年度から森林経営管理制度が始まった。 

市内の手入れがされていない森林（主に人工林）について、

今後は市が森林所有者と林業事業体の仲介役となって、森林

の適切な経営管理が促進されるよう取り組んでいく。 

森林環境譲与税を活用して、本制度運用とともに、既存の制

度では対応できなかった森林整備や林業事業体への支援等林

業の振興を図る。 

 

【実績】 

○地域林政アドバイザー雇用 

技術的知見や国・県の制度活用も踏まえた、千曲市森林整

備計画及び森林経営計画の策定、森林経営管理制度運用の

準備作業ができた。 

〇森林経営管理制度対象区域抽出業務委託 

本制度の対象森林の洗い出しを行ったところ、千曲市森林総

面積 6,907.8ha のうち、約 1,000ha が手入れのされていない人

工林（市有林等除く）となった。 

 対象区域、樹種や林齢、傾斜、災害警戒区域などを可視化し

た。 

 

【成果等】 

〇地域林政アドバイザーを活用した、市・個人有林等の今後の

整備の方向性について、国・県の支援制度や専門的な知識を

踏まえて事業を進められるようになった。 

〇森林経営管理制度の運用に際し、区域ごとに具体的な施業

方針が策定できるようになった。 

 

【今後の方向性】 

〇地域林政アドバイザーの活用 

今後の民有林整備において、環境問題や防災・減災の面か

らも、より専門的・技術的な知見からアドバイスを受けて効果的

に推進していく。 

〇森林経営管理制度の運用 

令和元年・２年度に、千曲市内の森林の現状をしっかり把握

し、ゾーニング等により可視化する。 

 可視化した情報を基に令和２年度中に実施方針を策定し、令

和３年度からは山林所有者への意向調査や、森林環境譲与税

を活用した、森林の生産機能の増進、防災・減災、景観向上の

ための森林整備を進めていく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(11)林業の振興   

事 業 名 松くい虫防除対策事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

32,142,232 

節 別 内 訳（円） 

報酬 0 

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金 0 

報償費 0 

旅費 0 

需用費 0 

役務費 0 

委託料 30,257,522 

使用料及び 

賃借料 
0 

工事請負費 0 

原材料費 0 

公有財産 

購入費 
0 

備品購入費 0 

負担金､補助 

及び交付金 
257,210 

扶助費 0 

補償､補填 

及び賠償金 
0 

公課費 0 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 13,233,000 

県支出金 7,752,000 

地方債  

その他  

一般財源 11,157,232 

 

【事業目的】 

松くい虫による松枯れ被害の拡大を防ぐため、守るべき松林

における被害木の伐倒駆除、薬剤地上散布を実施するととも

に、個人や事業体が行う松くい虫防除対策の経費に対し補助

を行う。 

 

【実績】 

○伐倒駆除・薬剤地上散布実施状況 

施業種類 内容 決算額（円） 

伐倒駆除 
森・倉科・上山田・ 

八幡地区：866 ㎥ 
27,038,722 

薬剤地上散布 上山田地区 0.30ha 226,800 

松くい虫被害木

調査 

市内森林 57 箇所の

被害木調査 
378,000 

 ※上記決算額に対する国・県補助金：18,528,000 円 

○長野県森林づくり県民税を活用した事業 

施業種類 内容 決算額（円） 

松くい虫防除 

対策事業補助金 

伐倒・くん蒸 2 件 128,150 

伐倒・破 砕 1 件 59,400 

伐倒・焼 却 1 件 69,660 

松くい虫被害木

ベンチ製作 

10基（上山田西友前

バス停 他） 
400,000 

観光地等魅力 

向上景観整備 

科野の里歴史公園

113 ㎥ 
2,214,000 

 ※上記決算額に対する県補助金額：2,457,000 円 

 

【成果等】 

 伐倒駆除・薬剤地上散布実施区域での被害拡大の軽減が図

られた。（被害量：平成30度末1,613㎥/令和元年度末977㎥） 

 規模は小さいが、個人が所有する山林の松枯れに対し、補助

金を交付することにより、駆除・予防が図られた。 

 令和元年度は、新たに森林づくり県民税を活用して景観向上

に資する松林整備を図ることが出来た。 

 

【今後の方向性】 

現状のままでは被害の拡大を緩やかにすることはできても、

根本的な解決には至らない。 

再度ハザードマップや景観等の観点から「守るべき松林」区

域を見直し、コストの集中を図ることが必要となる。 

 令和２年度には、被害区域の推移等を可視化する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(11)林業の振興   

事 業 名 有害鳥獣対策 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,868,493 

節 別 内 訳（円） 

報酬 174,000 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 122,893 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
4,384,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 6,868,493 

 

 

【事業目的】 

野生鳥獣による農作物及び耕作地への被害軽減を図り、居

住地域及び作物栽培の環境を守る。 

 

 

【実績】 

千曲市猟友会会長から推薦のあった猟友会員 59 名を千曲

市鳥獣被害対策実施隊員に任命し、事業目的達成のため、捕

獲活動を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市有害鳥獣駆除対策協議会への負担金 

4,020,000円 

・防除柵等設置補助金 

10件 364,000円 

 

 

【成果等】 

通年くくりわなやオリによる捕獲に加え、３月の毎週日曜

日には地域を絞り、一斉駆除を実施したことなどにより農作

物への被害の軽減が図られた。 

 

 

【今後の方向性】 

個体数自体が増加傾向にあるため、農家自身が「自分の農

地は自分で守る」という意識を醸成するため、防除柵設置を

促すとともに引き続き鳥獣被害対策実施隊と連携し捕獲活

動を実施する。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(1)教育振興基本計画   

事 業 名 教育振興基本計画 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

354,400 

節 別 内 訳（円） 

報酬 28,900 

給料､ 

職員手当等 
325,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 354,400 

 

 

【事業目的】 

千曲市の教育振興を図るため策定した「第二次千曲市教育振興

基本計画」（2019年度～2028年度）に基づき、各教育施策を推

進する。 

 

 

【実績】 

本計画を基本に、第二次千曲市スポーツ推進基本計画、第三次

千曲市子ども読書活動推進計画の策定を行った。 

 

平成30年度の教育施策の実績について、担当課での自己評価及

び千曲市教育振興審議会による外部評価を実施した。 

令和元年12月市議会定例会に「教育委員会事務の点検及び評価

書」を提出した。    

〇委員12名委嘱（内公募委員3名） 

〇令和元年度教育振興審議会 

 11月11日開催 

 評価対象事業 18件 

 

 

【成果】 

各個別計画・事業を策定・推進するにあたり、各施策の方向が

明確となる。 

 

外部評価の実施により、各事業の課題や今後の進め方の提言を

得られた。 

 

 

【今後の方向性】 

個別計画の進捗管理、また、必要に応じて計画の見直しを行う。 

外部評価を含めた評価を次年度以降の事業実施に反映し、各教

育施策の推進に努める。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 部活動指導員設置事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,811,330 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金 1,705,600 

報償費  

旅費 20,730 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 298,000 

地方債  

その他  

一般財源 2,513,330 

 

 

【事業目的】 

中学校の部活動指導の充実と教員の負担軽減を図ること

を目的に、部活動の顧問を行う「部活動指導員」を配置する

ことにより、働き方改革につなげるため実施した。 

 

 

【実績】 

 屋代中学校にソフトテニス部（年間312時間） 

 埴生中学校にバレーボール部（年間312時間） 

 戸倉上山田中学校に剣道部と陸上部（年間312時間） 

の部活動指導員を配置した。 

 

 

【成果等】 

 「部活動指導員」は、教員に代わって実技の指導や学校外

での活動（大会等）の引率を行うことができることにした。 

これにより、３年生を受け持っていた先生からは、「部活

動指導員に指導していただいている時間を利用し、進路業務

の仕事を進めることができた。」また、指導をうけた部員か

らは、「専門的な指導を受けることができ、技術や戦術の面

で力を伸ばすことだできた。」と報告を受けた。 

屋代中学校では、7時間30分 

 埴生中学校では、167時間50分 

 戸倉上山田中学校（剣道部）では、172時間 

 戸倉上山田中学校（陸上部）では、38時間 

の部活動に関わる時間を削減することができ、超過勤務の減

少につながった。 

 

 

【今後の方向性】 

 各中学校１名を基本にスタートしたが、今後は増やしてい

きたいと考えている。（令和２年度は、更埴西中学校にバレ

ーボール部の部活動指導員を配置する。） 

 そのような中で、夕方４時からと土日を責任もって指導に

あたれる人材がいるかが、最大の課題である。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 外国語指導助手招致事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

11,179,085 

節 別 内 訳（円） 

報酬 9,519,600 

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金  

報償費  

旅費 31,985 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 11,179,085 

 

 

【事業目的】 

令和２年度から新学習指導要領が全面実施となる小学校

での外国語教育に伴い、早めに慣れ親しむことを目的に実施

した。 

 

 

【実績】 

１名だったＡＬＴを平成30年度から２名増員し、３名体

制で外国語教育を実施している。 

 これにより、千曲市内全小学校の全ての学校で、共同授業

の回数が、５・６年生が年30回、３・４年生が年10回、１・

２年生が３回と厚みを増すことができた。 

 

 

【成果等】 

 小学校教員の多くは大学の教員養成課程において外国語

指導を学んでいないため、英語の指導に不安を抱く人がい

る。そのためＡＬＴとチームティーチングを行うことによ

り、教員の負担の軽減とスムーズな英語学習の導入を実現し

ている。 

 また、小学校入学後における外国語教育への導入を図るた

め、市内保育園へ年２回程度ＡＬＴを派遣し、園児がＡＬＴ

と一緒に歌ったり踊ったりする活動を行った。 

 これにより、スムーズに外国語教育に入ることができてい

る。 

 

 

【今後の方向性】 

今後、どこの市町村でもＡＬＴの増員を検討している中

で、人材の確保が課題となる。 

 また、ＡＬＴの増員とともに、担任の授業向上のための研

修体制を充実させ、外国語教育向上につなげていく必要があ

る。 

 なお、ＡＬＴの保育園への派遣も、今後増やしていきたい

と考えている。 



- 48 - 
 

 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 小中学校空調設備設置事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

701,723,808 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,882,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 12,895,600 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 683,945,708 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 131,201,000 

県支出金  

地方債 465,800,000 

その他  

一般財源 104,722,808 

 

 

【事業目的】 

小中学校の各教室での暑さ対策、熱中症対策として、国

の臨時交付金（平成30年度ブロック塀・冷房設備対応臨

時特例交付金）を利用し、エアコンの設置を行い、夏場に

おける学校での学習環境、生活環境の改善を図る。 

  

 

【実績】 

市内各小中学校のすべての普通教室と特別教室の一部

へのエアコンの設置工事を令和元年10月末までに完了し

た。 

市内９小学校に合計139台 

（普通教室128台、特別教室11台） 

市内４中学校に合計75台 

（普通教室55台、特別教室20台） 

 

 

 

【成果等】 

令和元年9月から一部の学校で使用を開始し、令和2年度

から本格稼働となるが、エアコンが整備されたことにより、

学校環境衛生基準に定められた室温２８度以下を維持でき、

児童・生徒が授業に集中できる環境を整えることができた。 

 

 

 

【今後の方向性】 

 エアコンの使用による電気料金の高騰が懸念されるため、

適切な使用方法について研究を続け、学校へ指導を行ってい

くほか、フィルター清掃など学校での定期的な管理と数年に

一度の業者による点検等を行っていきたい。。 

また、毎年のクラス数の変動や教室の使用状況を調査し、

必要に応じて追加設置を行っていく。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(3)高校再編   

事 業 名 高等学校連携事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,132,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬 326,000 

給料､ 

職員手当等 
2,806,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,132,000 

 

 

【事業目的】 

長野県による高等学校再編成の対象となる「屋代南高校」につ

いて、県に働きかけを行い、「多部制・単位制高校」に転換し、

多様な学びを提供できる高校として、引き続き存続・発展させ

る。 

 

 

【実績・成果等】 

・「屋代南高等学校を発展させる会」の意見集約及び中学校長・

高校長等との懇談を行い、意見集約及び調整にあたった。 

・各種団体等からの情報収集に努め、内容を調査・研究した。 

・他地域の協議会の状況など、情報収集に努め、当地域の協議

会設置に対応するよう取り組んだ。 

・旧４区の地域協議会の設置にあたり、委員の人選等の調整に

あたった。 

 

 

【今後の方向性】 

屋代南高校の多部制・単位制等への転換を企り、地域の生徒の

学びの場が確保できるよう、地域協議会へ積極的に働きかける。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(4)生涯学習の推進   

事 業 名 生涯学習基本構想・基本計画推進事業 担当課名 生涯学習課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

34,806,648 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
11,012,750 

賃金 1,107,120 

報償費 7,081,070 

旅費 45,200 

需用費 847,544 

役務費 159,696 

委託料 14,400,000 

使用料及び 

賃借料 
153,268 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 406,000 

地方債  

その他 2,168,500 

一般財源 32,232,148 

 

 

【事業目的】 

 市民の「学ぶ力」を引き出し、生涯学習を通じた交流を進 

めることで、さまざまな成果を生み出し、それにより生まれ 

た成果を地域社会に還元していく。 

 

 

【実績】 

 青少年を対象とした体験や知識習得の場の提供を 156 回

実施し、延3,485人が参加した。 

 成人を対象とした知識習得と人との交流の場の提供とし

て695回の講座を実施し、延13,745人が参加した。 

 外国人を対象とした言葉の学習と日本の習慣の知識習得

の日本語教室を32回実施し、延130人が参加した。 

 指定管理者制度によるIT関連講習会を133回実施し、延

1,598人が参加した。 

     

 

【成果等】 

 学びとしてのメニューを社会変化や時代に合わせたもの

を取り入れたことにより、市民の学ぶ意識が高まった。 

 また、人と人とがつながることにより学ぶ仲間が増え、新

しいアイデアが生まれ、今後の生涯学習の推進へつながっ

た。 

 しかしながら、新型コロナウイルスの影響により2月以降

開催が中止となった講座等があり、昨年度と比較すると 19

講座減、参加者1,374人の減となった。 

 

 

【今後の方向性】 

 新しい生活様式により、学びの場のスタイルを変えること

が必要であり、第二次千曲市生涯学習基本構想・基本計画に 

おいて目標としている各項目の実践形式を確立し、引き続き 

市民の「学ぶ力」を引き出していく。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(5)文化芸術の振興   

事 業 名 市内博物館等の共通観覧券発行 担当課名 文化課・歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,335,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,170,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 165,000 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,335,000 

 

 

【事業目的】 

・公共施設等総合管理計画に基づき、令和元年10月に博物

館等の観覧料の改定（値上げ）を行なったことから、入館

者の減少を防ぐために実施する。 

・共通観覧券によって博物館等施設を巡っていただくこと 

 により、施設の有効利用とにぎわい創出が期待される。 

 

 

【実績】 

・観覧料等の改定に併せ、共通観覧券を発行した。 

・大人1,000円、高校生500円で博物館等施設６館を観覧 

 することができる観覧券。 

・通常観覧料大人300円/館であるため、割引率約44％と 

 なっている。 

 

 

 

【成果等】 

・観覧券発行直後に台風19号災害、新型コロナウイルスに 

 よる休館となってしまったため、利用がない状態。 

 

 

 

【今後の方向性】 

・非常にお得な観覧券であるため、積極的に周知し、利用 

 の促進を図ってまいりたい。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(5)文化芸術の振興   

事 業 名 
「郷土の作家展」越ちひろ展 ミライノ色 

ミライノ光 －まちじゅうが美術館－ 
担当課名 文化課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

9,479,655 

節 別 内 訳（円） 

報酬 44,500 

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 688,500 

役務費 78,300 

委託料 7,011,745 

使用料及び 

賃借料 
29,110 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 1,624,696 

一般財源 7,854,959 

 

【事業目的】 

 千曲市出身の現代美術作家越ちひろ氏の作品展覧会、ミュ

ージシャンとの共演によるライブペイントを更埴文化会館

で開催。アートまちかど、屋代駅市民ギャラリーでの展示、

市民との交流イベントを開催し、郷土の芸術家（アーティス

ト）及び市民の活躍・発展へとつなげる。 

 

【実績】 

① 更埴文化会館 

・小ホール「新作展示」「公開制作」9/1～9/29 

入場者：2,367人 

・大ホール「ミュージシャンとのコラボライブペインティン

グ」9/1 

 入場者：330人 

② アートまちかど 

「代表作品展示＆ファッションブランド発表」9/1～10/31 

 入場者：1,801人 

③ 屋代駅市民ギャラリー 

「参加型作品展示」10/1～26 

 入場者：1,154人 

 

収入：1,624,696円 

・ライブペインティング 195,960円 

・展覧会パスポート  1,196,470円 

・物販収入       138,460円 

・委託販売手数料     93,806円 

 

【成果等】 

 更埴文化会館で「郷土の作家展」として初めて有料の展覧

会（美術展）を開催した。宣伝方法として㈱長野放送との連

携や今回の展覧会独自のホームページを作成する等新たな

試みも実施した。これまでの舞台観覧者だけでなく、美術鑑

賞による集客をもたらした。 

 

【今後の方向性】 

・展覧会として多くの方に来場いただくにはもっと広い会場

（スペース）が必要 

・会場としては「美術館」であり、準備や展示期間を長期に

設定できることが理想であり、会場設営等経費の面でも有

利になる。 

・今回が初めての実施であったが、宣伝等委託について学ん

だことも多くあり、今後の参考としたい。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(6)男女共同参画   

事 業 名 男女共同参画事業 担当課名 人権・男女共同参画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,151,564 

節 別 内 訳（円） 

報酬 34,650 

給料､ 

職員手当等 
2,710,000 

賃金  

報償費 281,920 

旅費 4,400 

需用費 34,314 

役務費 5,000 

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 71,280 

負担金､補助 

及び交付金 
10,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,151,564 

 

【事業目的】 

○「第3次千曲市男女共同参画計画」に基づき、活力ある男

女共同参画社会の実現のための事業を行う。公職や意思決

定過程への女性の参画を促進し、市の施策に男女共同参画

の視点を組み込むとともに、男女がお互いにその人権を尊

重しながら、性別にかかわりなく、自らの意思であらゆる

分野に参画し、その個性と能力が発揮できる活力ある社会

の実現をめざす。 

【実績】 

○男女共同参画計画審議会の開催（1回） 

○第3次千曲市男女共同参画計画期間の変更（1年延長し平

成27年度～令和2年度までの6年間とした） 

○男女共同参画社会づくり講座（市補助事業1件） 

○啓発事業 

千曲市男女共同参画セミナー 

（全5回のうち4回開催、1回は台風災害のため中止） 

参加者延べ482人 

○男女共同参画団体の活動支援 

 埼玉県国立女性教育会館研修会 参加者16人 

 県主催事業（研修会）への参加（2回） 

延べ28人参加 

○女性の公職参画状況調査の実施 

平成31.4.1現在 参画率 26.7％ 

       （平成30.4.1現在 参画率 26.2％） 

○協働事業提案制度採択事業（2年目） 

「平和のつどい映画会」「平和のつどい」参加者延べ570人 

            

【成果等】 

○女性委員の登用を働きかけたことで、女性委員のいなかっ

た農業委員会では改選により4名登用された。また、女性

の公職参画率が前年度比0.5％向上した。 

○セミナー実施後の参加者のアンケートでは「セミナーに参

加することで意識改革につながる」等の感想が多くあり、

男女共同参画社会の形成につながった。 

 

【今後の方向性】 

○「第4次千曲市男女共同参画計画」策定に向け、前回実施

した意識調査の分析や国や県の男女共同参画計画策定の

状況を把握しながら作業を進める。 

○男女共同参画社会の実現に向け、リーダーとなるべく人材

を育成し、個々のスキルアップを高めるためセミナー等開

催する。 

○「女性活躍推進法」に基づく基本方針に則り、施策の推進

を図る。 



- 54 - 
 

 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(7)人権・平和   

事 業 名 人権・平和事業 担当課名 人権・男女共同参画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

21,542,636 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,306,620 

給料､ 

職員手当等 
8,682,000 

賃金 1,509,110 

報償費 1,887,493 

旅費 16,168 

需用費 2,583,880 

役務費 149,173 

委託料 228,231 

使用料及び 

賃借料 
112,558 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 80,000 

負担金､補助 

及び交付金 
1,987,403 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 2,738,000 

地方債  

その他 93,497 

一般財源 18,711,139 

 

【事業目的】 

○21 世紀を、真の「人権の世紀」にするため、そして千曲

市のめざすべき、だれもが「あらゆる差別のない明るく住

みよい千曲市」構築に向け、「第3次人権とくらしに関す

る総合計画」に基づく人権行政を推進する。 

また、平和・安全都市宣言の採択市として、平和の推進を

アピールする。 

 

【実績】 

○「第3次人権とくらしに関する総合計画」に基づく施策の

実施 

・差別撤廃人権擁護審議会の開催 （1回） 

・人権を守る市民集会（上山田文化会館）参加者約350人 

・地区人権教育研修会  

区・自治会67地区実施、 延べ75回開催、 

参加者 延べ2,507人 

・学校人権教育「あけぼの」の配布、作文・ポスター・標語

の募集及び作品集の作成、人権教育実践収録の作成等  

・教職員対象人権教育研修会 参加者54人 

・人権ふれあいセミナー 4回開催 参加者延べ169人 

・日本語教室、各種サークル交流事業、相談事業の実施 

○人権擁護委員千曲市部会や部落解放同盟千曲市協議会と

連携して人権啓発事業等を実施した。 

○平和啓発の推進 

「平和のつどい」・「平和のつどい映画会」（千曲市協働事業

提案制度採択事業）の開催   参加者 延べ570人 

 

【成果等】 

○人権を守る市民集会、人権ふれあいセミナー、地区人権教

育研修会等の開催により、様々な人権問題を学ぶことで理

解や知識を深めることできた。 

○「平和のつどい」（協働事業提案制度採択事業）を開催し、

参加者からのアンケートでは「「改めて人権尊重・平和の

大切さを学ぶことができた」等の感想が多く寄せられ、平

和意識向上につながった。 

 

【今後の方向性】 

○「千曲市総合計画」や「第3次人権と暮らしに関する総合

計画」に基づき人権施策を推進していく。計画の着実な推

進を図るため、事業の推進状況（年次報告）を「千曲市差

別撤廃人権擁護審議会」において検証する。 

○市民と協働し「平和推進活動」を継続的に進める。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(8)スポーツの振興   

事 業 名 第５回千曲川ハーフマラソン 担当課名 スポーツ振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,340,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,340,000 

 

 

【事業目的】 

○市民の健康増進、観光振興およびスポーツ振興に資すること

を目的として開催する。また、市民によるボランティアスタッ

フに大会をサポートしていただくことを通じて、スポーツを

「みる」「支える」きっかけづくりとする。 
 

 

 

【実績】 

ランナーのエントリー者数は1,640名であったが、令和元年

東日本台風の影響により、大会の開催を中止した。 

     

 

 

【成果等】 

大会は中止となったが、エントリーしていただいた参加者に

対し、参加賞として用意していた大会オリジナルTシャツ及

び市内の日帰り入浴施設の無料券を配布した。無料券は355

人の利用があった。 

 

 

 

【今後の方向性】 

令和元年度より開催日程を11月に変更した。令和元年度は

中止とはなったが、前回大会よりエントリー者数は増加した

ため、引き続き11月に開催することとし、さらなる参加者

増（最低2,000人）を目指し、ランナーに選ばれる大会とな

るよう魅力向上に努める。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(1)健康づくり   

事 業 名 成人保健事業（健康教育・特定健診・特定保健指導） 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 

・特定健診・保健指導受託事業収入 
・後期高齢健診事業助成金 

決 算 額（円） 

81,227,711 

節 別 内 訳（円） 

報酬 2,107,200 

給料､ 

職員手当等 
29,837,500 

賃金 202,028 

報償費  

旅費  

需用費 796,204 

役務費  

委託料 21,490,259 

使用料及び 

賃借料 
1,229,520 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
25,565,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 2,275,000 

地方債  

その他 29,299,160 

一般財源 49,653,551 

 

 

【事業目的】 

○生活習慣病対策として「千曲市保健事業実施計画（データ

ヘルス計画）」等に基づき、健康寿命の延伸、医療費適正

化を図るため生活習慣病の発症、重症化予防の取組として

健診受診率の向上と保健指導、健康教育を実施する。 

【実績】 

1 特定健診 受診者3,937人、受診率41.6％（R2.5現在） 

2 保健指導 人間ドック受診者も含め、生活習慣病の重症

化リスクに応じて優先対象者を選定し、地区担当制による個

別支援を強化した。 

（1）特定保健指導（年度末年齢75歳の方を含む） 

（2）重症化予防対象者等の指導       1,204 人 

（3）集団健康教育(生活習慣病予防等講話)  

81回 2,124人 

（4）地区組織学習会           24回 693人 

（5）健診受診勧奨のための広報やチラシ配布 

【成果等】 

○医療費適正化                

（1）生活習慣病（がんを除く）医療費が減少       （億円） 

KDB2次加工ツール 

（2）年間1人当たり医療費（国保計）            

 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 

医療費（円） 377,697 372,358 365,278 384,275 

19市順位高順 1位 3位 12位 8位 

国民健康保険事業実施状況 

【今後の方向性】 

○特定健診受診者から生活習慣病予防及び重症化予防対象

者を把握し保健指導を実施していくため、健診受診者の増加

を目指し引き続き未受診者対策を実施していく。 

〇生活習慣病（がんを除く）医療費の占める割合は、減少傾

向にあるが、医療費が高額となる脳卒中、循環器疾患を更に

予防するため、心電図検査を特定健診で全員に実施してい

く。 

対象者（階層） 対象者数 実施者数 実施率（開始率） 

積極的支援者 161 145 90.1％ 

動機づけ支援者 294 279 94.9％ 

Ｈ28年度 H29年度 H30年度 Ｒ元年度 

10.58 10.13 8.7 7.8 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(1)健康づくり   

事 業 名 食育推進事業（千曲市食育推進計画） 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

0 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源  

 

 

【事業目的】 

〇食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「千

曲市食育推進計画」（第２次）を改訂し、第3次計画の策定に

着手する。 

 

 

【実績】 

〇課内打ち合わせを9回開催。 

〇千曲市食育推進計画策定委員会を2回開催。 

〇第2次千曲市食育推進計画期間の変更（1年延長し平成27

年度～令和2年度までの6年間とした） 

〇千曲市健康づくり協議会に報告。 

 

 

【成果等】 

〇これまでの４年間の取組みについての中間評価を実施し

た。目標項目16項目中11項目達成、女性のやせや男性の肥

満等の生活習慣病予防に係る項目が5項目未達成となった。 

全出生数中の低出生体重児の割合（2500ｇ未満） 新生児 減少 10.0% 3.8% ◎

やせの幼児（カウプ13.5未満）の割合 ３～６歳 減少 7.1% 6 .5% ◎

むし歯のある者の割合 ３歳児 減少 20.7% 14.0% ◎

永久歯の１人平均むし歯数 中学１年生 減少 1.1本 0.51本 ◎

小学５年生 減少 26.2% 13.5% ◎

中学２年生 減少 43.8% 26.1% ◎

小学５年生 減少 0.6% 0 .2% ◎

中学２年生 減少 2.0% 0 .8% ◎
朝食欠食者の割合

減少 52.7%

歯

の

状

況

食
生
活

朝

食

の

状

況

朝食をひとり・子どもだけで食べる者の割合

生
　
活
　
習
　
慣
　
病
　
予
　
防

体
　
格
　
等

20～30歳代女性のやせ（ＢＭＩ18.5未満）の割合 減少

肥満者（ＢＭＩ25以上）の割合 減少40～74歳

30.4%

46 .0%

ヘモグロビンAIc5.6以上の者の割合 減少 67.1%

メタボリックシンドローム予備軍及び該当者
の割合

減少 23.8%

40～74歳

肥満傾向（肥満度２０％以上）にある子ども

の割合

減少 9.3%

やせ傾向（肥満度Ḙ２０％以下）のある子ども

の割合
減少 5.7%

減少 6.4%

2 .5%

9 .0%

7 .5%

目標項目 対象 目標 評価

◎

25年度

25.8%

20～30歳代男性

40～74歳男性

中学２年生女子

R1年度

◎

▼

▼

▼

◎

▼

▼60.8%

24 .4%

20～30歳代女性 18.8%

26 .8%

小学５年生男子

小学５年生女子

 
（評価：◎達成 ▼未達成） 

 

【今後の方向性】 

〇国の第４次食育推進基本計画に基づき、令和２年度関係機

関と連携し、第３次計画策定作業を進める。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(2)保健・医療   

事 業 名 骨髄ドナー支援事業 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

240,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
240,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 120,000 

地方債  

その他  

一般財源 120,000 

 

 

【事業目的】 

〇骨髄提供者(ドナー)の骨髄採取に伴う金銭的負担を軽減

し、事業所にも支給することで、社会人の提供者の休暇をと

りやすい補助金制度を設置することで、ドナー登録者を増や

し、骨髄移植希望者(レシピエント)のHLA型の適合者を増や

す。 

 

〇補助内容 

 提供者 提供に伴う通院・入院１日につき20,000円 

 勤務先 入通院に休暇を付与した日１日につき10,000円 

 

 

【実績】 

〇令和元年度 骨髄提供者１名。 

 提供者補助額 200,000円 

 提供者勤務先補助額 40,000円 

 

〇県からの補助金 120,000円 

 

 

【成果等】 

〇提供者 １名 

〇千曲市登録者数 167名（R1末） 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

〇令和２年度、すでに１名が適合し、骨髄提供に至った。 

これまで、市は10年間（2009～2018）の移植実績は５名で

あることから、インセンティブとして働いていることがうか

がえるため、今後も継続したい。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(3)障がい者福祉   

事 業 名 介護・訓練等給付援護事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,330,853,372 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
14,105,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費 1,316,748,372 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 658,355,000 

県支出金 329,116,000 

地方債  

その他  

一般財源 343,382,372 

 

 

【事業目的】 

障がいのある方が安心して日常生活・社会生活を営むことが

できるように、障害者総合支援法に基づく各種サービスの給

付を行なう。 

 

 

【実績】 

障害者総合支援法に係る支給実績（扶助） 

 

児童福祉法に係る支給実績（扶助） 

 

 

【成果等】 

障がいのある方へ居宅生活支援、日中活動支援や相談支援、

また早期の療育支援を実施するための児童通所支援等につ

いて支給決定し、安心して暮らすことのできる地域社会の実

現に寄与している。 

○日中活動系サービスの支給決定件数14件増加 

○障害児通所支援サービスの支給決定件数39件増加 

※上記数値はいずれも前年度対比 

 

 

【今後の方向性】 

障がい者・児が安心して暮らすことのできる地域社会実現の

ために、生活の場や日中活動の場の提供など地域の実情を把

握しながら、障害福祉計画・障害児福祉計画に基づき、引き

続き各種地域体制整備等について検討していく。 

 

 

 

 

 

サービスの種類・区分 決定数（人） 支払金額（円） 

介護給付 512 641,668,211 

訓練等給付 381 470,940,349 

相談支援給付 503 21,206,634 

合  計 1,396 1,133,815,194 

サービスの種類・区分 決定数（人） 支払金額（円） 

障害児通所支援 170 174,776,008 

障害児相談支援 152 8,157,170 

合  計 322 182,933,178 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(3)障がい者福祉   

事 業 名 地域生活支援事業（基幹相談支援センターの設置） 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

22,363,543 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 19,108,543 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 10,000円 

県支出金 5,000円 

地方債  

その他  

一般財源 22,348,543 

 

 

【事業目的】 

障がい者や障がい児及びその家族など幅広い相談への対応

や、施設・病院等からの地域移行支援のほか親亡き後の支

援・成年後見制度推進などについて相談支援等を実施 

 

【実績】 

〇千曲・坂城障がい者(児)基幹相談支援センター 6人体制 

委託先 ・社会福祉法人 廣望会 

・社会福祉法人 いなりやま福祉会 

・特定非営利活動法人 まごころ 

 

○相談延べ人数 合計 2,238人 

・身体障がい者・児 173人 

・知的障がい者・児 344人 

・精神障がい者・児 1,136人 

・発達障がい者・児 61人 

・その他 524人 

○支援方法 合計 2,238件 

・訪問 201件  

・来所相談 352件 

・同行 136件 

・電話相談 1,166件 

・電子メール 164件 

・支援会議 150件 

・関係機関 37件 

・その他 32件 

 

【成果等】 

障がいのある方の初期相談対応から、必要としている支援・

サービス等につなげることや、地域の相談事業所への援助、

病院からの地域移行支援のコーディネート業務のほか、地域

内の体制整備等についての検討なども行い、地域全体の福祉

の増進に寄与する機能を有している。 

 

【今後の方向性】 

地域の中核的な役割を担う基幹相談支援センターとしての

重要性を増してきている。医療的ケア児支援の体制確保、精

神障がい者の地域移行支援、地域の体制整備に向けた検討な

どセンター機能の充実・強化の必要性を検討していく。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(3)障がい者福祉   

事 業 名 地域生活支援事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

21,324,173 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費 16,984,173 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 4,435,000 

県支出金 2,217,500 

地方債  

その他  

一般財源 14,671,673 

 

 

【事業目的】 

障がいのある方が日常生活・社会生活を営むことができるよ

う地域生活支援事業に係るサービスの給付を行ない、安心し

て暮らすことのできる地域社会の実現に寄与する。 

 

 

【実績】 

地域生活支援事業に係る支給実績（扶助） 

 

 

 

【成果等】 

障がいのある方に地域生活支援事業に係るサービスを提供

し、地域で安心して暮らすことのできる体制の一翼を担って

いる。    

 

 

【今後の方向性】 

国の補助事業であるため、上限設定がある。サービス支給の

適正な管理を行いながら、日常生活が安心して送ることがで

きるように、引き続き適切なサービス等につなげられるよう

支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類・区分 決定数 支払金額（円） 

移動支援サービス   93 4,688,221 

日中一時支援サービス   23 136,260 

日常生活用具支給 1,062 10,791,692 

地域活動支援センター 

（他市利用者） 
  31 1,368,000 

合   計 1,209 16,984,173 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(4)国民健康保険関係   

事 業 名 国民健康保険事業 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,548,824,894 

節 別 内 訳（円） 

報酬 3,963,900 

給料､ 

職員手当等 
29,295,000 

賃金 5,942,640 

報償費 300,000 

旅費 45,430 

需用費 2,364,547 

役務費 20,421,150 

委託料 8,697,115 

使用料及び 

賃借料 
287,280 

工事請負費 0 

原材料費 0 

公有財産 

購入費 
0 

備品購入費 0 

負担金､補助 

及び交付金 
5,414,389,302 

扶助費 0 

補償、補填 

及び賠償金 
0 

償還金、利子

及び割引料 
35,143,182 

積立金 27,975,348 

公課費 0 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,586,000 

県支出金 3,936,093,342 

地方債 0 

その他 563,823,436 

一般財源 1,047,322,116 

 

 

【事業目的】 

○加入している被保険者の疾病、負傷、出産、死亡に対し必

要な保険給付を行い、社会保障及び国民保健の向上に寄与

する。 

 

 

【実績】 

○世帯数（年度平均）7,612世帯（前年度比△212世帯） 

 被保険者数（年度平均）11,857人（前年度比△590人）    

 

○保険税収入 

 1,143,626,994円 

 （現年度分徴収率97.6％（H30年度97.0％）） 

 

○保険給付費 

 3,887,254,848円 

 

○特定健康診査受診率（R2.5現在） 

 特定健康診査 41.6％ （H30年度最終 44.0％） 

  

 

【成果等】 

○保険給付・保健事業等を適切に実施し、被保険者の健康維

持・増進に寄与した。 

 

 

【今後の方向性】 

○特定健康診査をはじめとする保健事業を充実させ、医療費

の適正化を図る。 

 

○保険税収納率の更なる向上に努める。 

 

○国保税の３方式化（資産割廃止）に向けた税率改正の実施 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(5)生活支援   

事 業 名 住宅・生活支援対策事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

19,003,300 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金 166,800 

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 15,915,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
1,200,000 

扶助費 636,500 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 13,125,150 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,878,150 

 

 

【事業目的】 

・生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言、

家計改善支援、学習支援を行うとともに、生活困窮者に対す

るさまざまな支援を一体的かつ計画的に行い、自立の促進を

図る。 

 

 

【実績】 

自立相談支援事業 相談件数    5,974件 

家計改善支援事業 相談件数      810件 

住居確保給付金  支給者      9世帯  

支給総額 636,500円 

学習支援事業 2世帯2人計68回 

 

 

【成果等】 

・生活保護に至る前の生活困窮者に対する相談窓口として、

5,974件の相談を受け、課題の整理・就労支援・家計相談な

どを実施した。また、相談者65人に対し支援計画を作成し、

住居確保給付金・生活福祉資金貸付制度などを利用しなが

ら、自立に向けた継続的な支援を行った。 

・子どもへの学習支援では支援員のきめ細やかな学習指導に

より、勉強への取り組む姿勢や、理解力が深まった。 

 

 

【今後の方向性】 

・引き続き、ハローワーク等の関係機関と連携しながら、生

活困窮者に対する自立に向けた支援を実施する。 

・子どもの学習支援事業については、学習支援に加え、生活

習慣・育成環境の改善、教育及び就労（進路選択等）に関す

る支援も含め、関係機関と連携し事業内容の見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 



- 64 - 
 

 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(5)生活支援   

事 業 名 子どもの居場所づくり（子どもの貧困対策） 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,868,338 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,085,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
2,783,338 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 967,000 

地方債  

その他  

一般財源 2,901,338 

 

 

【事業目的】 

〇子どもの居場所づくりを支援するため、特にひとり親家庭

の子どもに対し、基本的な生活習慣を習得させ、学習支援

や食事提供等の子ども食堂を行って子どもの生活向上を

図る。 

 

 

 

【実績】 

〇３団体で、88回の開催 

〇参加人員（延べ人数）：児童等370人、学習ボランティア

222人、調理ボランティア239人、スタッフ116人 

〇各団体とも毎月2～4回ほどの定期開催 

 

 

 

【成果等】 

〇毎回、５人程度の子どもが参加。 

〇地元地区の女性方が、調理ボランティアとして参加。 

〇子どもたちへの食事の提供や学習支援を行うことにより、

地域住民との交流を深め、孤立しがちなひとり親家庭の子

どもたちの居場所の提供ができた。 

 

 

 

【今後の方向性】 

〇地域の子どもたちが安心して過ごせる場の提供を目的と

した「子どもの居場所づくり支援事業」として継続する。 

〇ひとり親の子どもに限らず、地域内の子どもであれば、誰

でも気軽に利用できるよう受け入れ体制を整備する。 

〇地域のボランティアに協力してもらい、地域の風習や、季

節行事、郷土料理等について地域において伝わる文化等を

体験できる機会を設けていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 65 - 
 

 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(5)生活支援   

事 業 名 プレミアム付商品券販売・利用状況 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

139,502,356 

節 別 内 訳（円） 

報酬 3,194,100 

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金 1,990,180 

報償費  

旅費  

需用費 367,598 

役務費  

委託料 10,322,978 

使用料及び 

賃借料 
100,000 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
120,272,500 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 42,574,500 

県支出金  

地方債  

その他(販売

収入) 
96,612,000 

一般財源 315,856 

 

【事業目的】 

消費税・地方消費税率の 10％への引上げが低所得者・子育て世

帯（0～2 歳児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域に

おける消費を喚起・下支えすることを目的として、プレミアム付商

品券の販売を行う。（国全額補助事業） 

【実績】 

○購入引換券申請受付期間：2019年8月19日～12月10日 

○商品券販売期間：2019年10月1日～2020年2月28日 

○商品券使用期間：2019年10月1日～2020年2月29日 

○住民税非課税者 

・申請書発送者数（住民税非課税者等）：10,605人 

・最終住民税非課税対象者：10,270人 

・申請者：5,116人 ・申請率：49.8% 

・引換券交付者：4,985人 

○子育て世帯 

・引換券交付者：1,400人 

○販売・取扱店舗 

・商品券販売所：2か所(郵便局・Ｙショップ(市新庁舎売店）） 

・販売冊数：24,153冊(500円券10枚綴り1冊(5,000円分） 

・販売商品券取扱い店舗数：255店舗（7産業18業種） 

・商品券購入率：75.7%（販売冊数換算） 

・商品券使用率：99.6% 

○市事務費：18,520,081円 

○商品券デザイン使用料：100,000円 

○国補助金 

・平成31年度プレミアム付商品券事業費補助金 

：24,054,500円 

・平成30年度プレミアム付商品券事務費補助金 

： 3,770,000円 

・平成31年度プレミアム付商品券事務費補助金 

：14,750,000円 

【成果等】 

国の実施要領に則って事業を実施した。 

商品券購入者は、低所得者・子育て世帯を含め対象者（12,005人）

の約 55％であったことから概ね消費に与える影響は緩和された思

われる。 

また、事業目的である「地域における消費を喚起・下支えする」に

ついては、地元商店街等の255店舗を使用店舗とし、うち187店舗

（約 73％）での使用があったことから、地域事業所における経済

効果が認められた。 

【今後の方向性】 

国の単年度事業により次期予定なし。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1)防災対策   

事 業 名 デジタル防災行政無線整備工事 担当課名 危機管理防災課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

308,221,546 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,170,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 306,051,546 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債 306,000,000 

その他  

一般財源 2,221,546 

 

 

【事業目的】 

安定した情報伝達手段を確保し、災害時の市民の生命、財産

を守るため、屋外告知放送設備の一部をデジタル防災行政無

線として整備する。 
 

 

 

【実績】 

契約日：平成30年９月21日 

契約先：株式会社日立国際電気長野営業所 

契約額：461,051,546円 

契約期間：平成30年９月21日から 

     令和２年３月20日まで 

前払額：155,000,000円 

R1支払額：306,051,546円 

 

無線化の子局：52か所 

既設の子局 ：68か所 

 

 

 

【成果等】 

現行システムは、停電や電柱が倒れるなど断線した場合、防

災情報が長時間伝達できなくなるリスクがあるが、無線シス

テムにより情報伝達機能の強化が図れる。 

また、戸別受信機を指定避難所、要配慮者施設及び災害時避

難行動要配慮者宅に設置することにより安定した防災情報

の提供が可能となる。 

 

 

 

【今後の方向性】 

完全無線化を図るには多額の費用を要することから、現行シ

ステム（有線放送設備）との並行運用を図りながら合理的か

つ経済的な計画が必要となる。 

また、戸別受信機を災害時避難行動要配慮者宅に設置するこ

とにより安定した防災情報の提供を図り、要配慮者の安全を

確保する。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1)防災対策   

事 業 名 国及び県管理河川の整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,495,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
240,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,495,000 

 

【事業目的】 

沿川住民の安心安全確保のために国及び県管理河川の整備

を要望する。 
 

 

【実績】 

○国管理河川整備事業について 

・令和元年12月18日に千曲市長、千曲市議会議長が千曲川

河川事務所に千曲川の河道掘削、堤防の強化、遊水機能を

確保したうえでの霞堤の閉鎖、被災した低水護岸の早期復

旧を要望した。 

○県管理河川整備事業について 

・令和元年7月8日に「上町区更級川改修等推進委員会」が

千曲建設事務所に更級川の全面改修を要望するにあたり、

建設課職員も同行した。 

・令和元年11月25日に千曲市長、千曲市議会議長、千曲市

議会議員数名で、国や国会議員に台風19号災害からの復

旧・復興に向けての要望を行った。 

・令和元年12月18日に、「沢山川水害対策促進期成同盟会」

で、県に台風被害を受けた沢山川の早期復旧、天端の舗装

等による堤防強化、浚渫等の維持管理事業の更なる推進、

千曲川余裕高までの特殊堤等の整備について要望した。 

 

 

【成果等】 

○国管理河川整備事業について 

・令和元年東日本台風において甚大な被害が発生した、信濃

川水系において国、県、市町村が連携し、「信濃川水系緊

急治水対策プロジェクト」を進めることになった。 

・千曲市に2か所遊水地整備を実施することになった。 

○県管理河川整備事業について 

・沢山川の台風による堆積土砂の撤去が行われた。 

 

 

【今後の方向性】 

国及び県管理河川の整備については、引き続き国・県に対

し要望を行っていく。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1)防災対策   

事 業 名 東林坊川改修工事 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

16,574,800 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
954,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 5,973,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 9,647,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債 9,600,000 

その他  

一般財源 6,974,800 

 

 

【事業目的】 

東林坊川の上流端は普通河川五十里川から分水する分流

堰であり、上流の洪水を千曲川に放流することで、五十里川

下流の千曲市中心市街地の浸水を防止する放水路の機能を

持っており、東林坊川の上流域は五十里川と流域を共有して

いる。五十里川とその下流にある一級河川沢山川への流出量

の負担軽減を行う必要があるため、東林坊川の流下能力の向

上を図り、下流域の浸水防止対策を実施する。 

 

 

【実績】 

底張り工Ｌ＝207ｍ 

分水施設設計Ｎ＝1箇所 

伏越し設計一式 

 

 

【成果等】 

第2期整備計画区間の底張り工範囲のＬ＝633ｍ区間の内、

Ｌ＝207ｍを河川断面内の土砂の浚渫及びコンクリートによ

る底張り工事を実施し河川の流下断面を確保した。 

 

 

【今後の方向性】 

緊急自然災害防止事業債を活用し、第2期整備計画範囲の

上流Ｌ＝760ｍ区間の河川断面狭あい箇所 3 箇所の工事を行

う。また、河川内に堆積する土砂に注視し、必要に応じて 

緊急浚渫推進事業債を活用し河川の浚渫を実施する。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(2)公園・緑地   

事 業 名 公園整備事業：上徳間公園（仮称）整備事業 担当課名 都市計画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

47,128,860 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
7,725,200 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費 24,000 

委託料 65,060 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 39,249,800 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
64,800 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 0 

県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 47,128,860 

 

 

【事業目的】 

本事業は、老朽化等に伴う遊具撤去により新たな公園づく 

りに対する地域づくり要望を受け、第一次総合計画（平成

19 年度～平成28 年度）の基本目標の1 つ、「市民が憩い、

心穏やかに暮らせるまちづくり」に基づき、「花や緑があふ

れる うるおいのあるまちをづくり」推進のため、平成 26

年度より実施計画事業として採択され事業推進を図ってき

た。 

 その後、第二次総合計画（平成29年度～令和8年度）に 

おいても、その理念及び事業内容は引継がれ、「災害に強く、 

安全で心穏やかに暮らせるまちづくり」の推進と、市民1 

人当たりの都市公園敷地面積の向上を目指す。 

 

【実績】 

平成30年度繰越事業 

 ・柵工L＝91ｍ等  整備面積A＝46㎡ 

 令和元年度事業 

 ・四阿、大型遊具等 整備面積A＝1,201㎡ 

 

本年度工事は発注済みであり、9月中旬の完成を目指す。 

 ・トイレ設置    整備面積A＝342㎡ 

 

【成果等】 

 完成後（令和2年9月）における市民1人当たりの都市公

園敷地面積の向上 

 11.2㎡/人→11.3㎡/人 

 ※令和2年3月31日住民基本台帳人口を基準とした場合 

  住民基本台帳人口 60,317人 

※完成後（令和2年9月）開園予定面積：1,589㎡ 

都市公園面積（45箇所） 68.27ha 

 

【今後の方向性】 

 開設後の適正な維持管理体制の構築 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(3)上下水道の整備   

事 業 名 千曲市・長野県企業局水道事業連携 担当課名 上下水道課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,595,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
7,595,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 2,170,000 

一般財源 5,425,000 

※水道料金 

 

【事業目的】 

○水源確保と安定供給等を目指して、平成29年度より長野

県企業局との連携や統合について検討してきたが、平成

30 年度からは職員を１名企業局に派遣し、共に研究を進

める。 

 

【実績】 

○連携に向けた検討会議、懇談会を開催する中で、引き続き

広域連携についての検討を行った。また、企業局へ派遣し

ている職員を中心に事務レベルでの打ち合わせを12回開

催した。 

○令和２年度に実施することになった水運用、財政シミュレ

ーションの準備として「県水、市水施設縦断図」及び「30

年先までの長期収支」等の資料作成を進めた。 

  

【成果等】 

○部課長級での検討会議に加え、「市長・管理者懇談会」を

開催し、直接意見交換することで各事業体の考え方を確認

することができた。 

○シミュレーションの実施については、国が進める水道プラ

ットフォームの活用を視野に入れて進めてきたが、プラッ

トフォーム事業が進展しなかったことで、スケジュールが

遅れてしまった。 

 

【今後の方向性】 

○シミュレーション結果をもとに、令和２年度末には広域連

携の方向性を判断する予定。 

○市は、市営水道全域を対象にして、統合若しくは共同運営

を進めたいが、県企業局は、山間部等については引き続き

市営水道として市が運営していく方向で考えている。 

現時点では市と県の意向にずれがあることから、広域連

携によるメリット（施設の廃止、経費節減等）が薄れてし

まい、逆に市としては負担が増加してしまう可能性もあ

る。 

〇シミュレーション結果を踏まえ、適切に判断していくとと

もに、地元住民への説明を行っていく。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(3)上下水道の整備   

事 業 名 下水道整備事業 担当課名 上下水道課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

150,517,502 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,850,000 

賃金  

報償費  

旅費 39,040 

需用費 871,016 

役務費 356,880 

委託料 8,908,525 

使用料及び 

賃借料 
535,404 

工事請負費 124,149,637 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
4,807,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 19,900,000 

県支出金  

地方債 95,605,230 

その他 35,012,272 

一般財源  

※受益者負担金 

 

【事業目的】 

○生活排水による河川の水質汚染を防止し、きれいな水の環

境を保つための公共下水道の整備 

 

 

【実績】 

〇マンホールトイレ施設工事 Ｎ＝2箇所（Ｎ＝10基） 

〇マンホール浮上抑制対策工事 Ｎ＝35箇所 

〇施工監理業務委託 Ｎ＝3箇所 

 

 

【成果等】 

〇地域防災計画で指定避難所となっている市立小中学校 12

校と市役所にマンホールトイレが整備された。 

〇平成18年度以前に液状化地盤に施工されたマンホールの

地震時の浮上抑制対策として、災害時緊急避難路、緊急輸送

路として位置づけられた6路線の対策工事が完了した。対策

レベル3段階の内の緊急、中期対象マンホールは完了した。 

   

 

【今後の方向性】 

〇東小学校は公共下水道エリア外で国土交通省の交付金を

活用できないためマンホールトイレを設置していないが、農

業集落排水エリアの公共下水道接続と併せて今後検討して

いく。 

〇マンホール浮上抑制対策は対策レベル長期のものを今後

策定するストックマネジメント計画策定と併せて検討して

いく。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(4)長野広域連合が計画しているごみ焼却施設   

事 業 名 広域焼却施設対策事業 担当課名 廃棄物対策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

75,287,293 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,850,000 

賃金  

報償費  

旅費 105,860 

需用費 219,047 

役務費  

委託料 981,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 23,122,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
40,009,386 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 10,330,407 

一般財源 64,956,886 

・派遣職員給与費負担金 

・ごみ処理施設建設地検討経費負

担金 

・地元対策事業補助金 

 

【事業目的】 

○千曲市及び坂城町等から排出される一般廃棄物を安定的

に処理するため、老朽化した葛尾組合ごみ焼却施設に替わ

り、長野広域連合が新たにごみ焼却施設（B焼却施設）を

屋代中島地籍に整備する。 

 

 

【実績】 

○昨年度、地権者38名中32名と用地補償契約を締結した。

長野広域連合と連携を図り、残り６名の地権者に理解と協

力を求め、４月末に用地補償契約を締結した。 

○屋代地区及び地元区への焼却施設整備及び運営事業建設

工事説明会を５月と７月に開催し、事業への理解と協力を

求めた。 

○長野広域連合及び関係課と連携を図り、地元要望である余

熱利用施設を含めた周辺整備・地元振興策について、一部

事業着手した。 

 

 

【成果等】 

○用地取得が完了したことにより、屋代地区及び地元区への

事業説明会が開催でき、周辺関係者に工事概要や今後の進

め方を説明したことで、通行制限等に理解・協力が得られ

事業への理解が深まった。 

○７月末に長野広域連合と整備及び運営事業者が安全祈願

祭を開催し、本格的に工事着手することができた。 

 

 

【今後の方向性】 

○令和４年４月ごみ焼却施設の本格稼働に向け、地元要望で

ある余熱利用施設を含めた周辺整備・地元振興策につい

て、事業実施に向け関係機関と調整を図りながら進める。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(1)景観形成   

事 業 名 都市美系看板等修正事業 担当課名 都市計画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,055,050 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
813,750 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 1,241,300 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,055,050 

 

 

【事業目的】 

市役所新庁舎の移転に併せ、屋代駅前の総合案内看板と屋

代駅前通りを中心に設置されている都市美系誘導サイン看

板の内容表示の修正と劣化した箇所の補修を行うことによ

り、市民の安全を確保するとともに、観光客等へわかりやす

い案内誘導を行う。 

 

 

【実績】 

 ・都市美系看板修正業務委託 

 21基（42面） 810,000円 

・都市美系看板側面目地補修業務委託 

  10基      291,600円 

・総合案内看板修正業務委託 

1基      139,700円 

 

 

【成果等】 

都市美系誘導サイン看板と屋代駅前案内看板の統一的な

修正と補修を行うことにより、市役所新庁舎への誘導はもと

より、市民や観光客の皆様にわかりやすい案内誘導に努める

ことができた。 

 

 

【今後の方向性】 

板面の内容や記載方法について、多言語化やユニバーサル

デザインの観点も含め、市内の公共サインの統一を図るため

公共サインの整備指針を作成する。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(1)景観形成   

事 業 名 稲荷山重要伝統的建造物群保存地区保存事業 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

13,561,650 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,425,000 

賃金  

報償費 10,000 

旅費 218,690 

需用費 110,000 

役務費  

委託料 300,000 

使用料及び 

賃借料 
903,000 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
6,595,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 3,277,000 

県支出金 196,000 

地方債  

その他  

一般財源 10,088,690 

 

 

【事業目的】 

・重要伝統的建造物群保存地区に選定された、稲荷山の伝

統的な建造物の修理事業に補助を行ない、環境整備を図

る。 

・稲荷山地区の活性化の核となる、整備計画の策定及び施

設の整備を実施する。 

 

 

【実績】 

・伝統的建造物１件の修理事業に補助を行なった。 

・環境整備のため、非伝統的工作物１件の修景事業に補助

を行なった。 

・東京芸術大学に依頼し、地区内の建造物２件の調査を実

施した。 

 

 

【成果等】 

・修理事業の実施により、伝統的建造物が本来の姿を取り

戻すことができた。 

・稲荷山地区活性化の中心施設を予定している「鍵の手」

土地の賃貸借契約を締結した。 

 

 

【今後の方向性】 

・今後も伝統的建造物の修理を進め、重伝建地区の保存事

業を進めて行く。 

・稲荷山地区活性化のためのマスタープランを令和２、３ 

年度の２か年で策定する。 

・「しんきん跡地」、「鍵の手」の整備について、マスタープ

ランに位置付けると共に、関係機関と調整を図る。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(2)日本遺産の認定に向けた取組み   

事 業 名 日本遺産認定に向けた取組み 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,318,580 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,255,000 

賃金  

報償費 26,620 

旅費 36,960 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,318,580 

 

 

【事業目的】 

・日本遺産の認定を受け、地域の文化財を活用した観光振興

を行い、地域の活性化を図る。 

 

 

 

【実績】 

・平成31年1月に３回目の申請を行なったが、認定となら

なかった。 

・４回目の申請にあたり、文化財、観光関係の有識者からの

意見聴取を行った。 

・令和２年１月、「月の都 千曲」のタイトルで申請を行っ

た。 

 

 

 

【成果等】 

・令和２年６月１９日に「月の都 千曲－姨捨の棚田がつく

る摩訶不思議な月景色「田毎の月」」が日本遺産に認定さ

れた。 

    

 

 

【今後の方向性】 

・日本遺産認定となったことから、地域活性化計画に基づき、

事業展開を行っていく。 

・事業主体となる協議会の設立を行なうと共に、活性化計画

の実現に向けて、全庁を挙げた取り組みが必要となる。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(3)松田館の再整備   

事 業 名 松田家資料整備事業 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

41,226,037 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,425,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 514,222 

役務費 89,389 

委託料 15,146,372 

使用料及び 

賃借料 
450,494 

工事請負費 19,360,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
240,560 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 7,890,000 

県支出金  

地方債 6,900,000 

その他  

一般財源 26,436,037 

 

 

【事業目的】 

・千曲市歴史的風致維持向上計画に基づき、八幡地区の活性

化を図るため、県史跡等に指定されている松田家の整備を

行なう。 

・武水別神社神主 松田家の建物を整備し、史料を広く公開

し、活用を図る。 

 

 

【実績】 

・街なみ環境整備事業として、松田家大門塀等修理工事を実

施した。 

・平成29年9月の火災で焼損した、松田家主屋等の再整備

に向け、現況調査を実施し、実施設計に着手した。 

・今後の修理工事のため、仮設通路設置工事を実施した。 

 

 

【成果等】 

・松田家大門の修理工事の実施により、八幡地区の街なみ 

環境の整備に寄与した。 

・火災からの再整備を実施するための、準備工事を実施した。 

・火災により中断していた、八幡地区の街なみ環境整備事業

が再開できた。 

 

 

【今後の方向性】 

・松田家主屋等の再整備を実施し、令和４年度の一般公開 

を目指す。 

・実施設計の中で工事費の圧縮を図り、火災保険の範囲内 

で再整備を行なう。 

・一般公開に向けて、施設の展示計画や維持管理の方法を 

検討する。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(1)ふるさと千曲市応援寄附金（ふるさと納税）   

事 業 名 ふるさと千曲市応援寄附金 担当課名 総合政策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

87,279,954 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,340,000 

賃金  

報償費 53,242,559 

旅費  

需用費  

役務費 379,920 

委託料 28,204,855 

使用料及び 

賃借料 
1,112,620 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 87,279,954 

 

 

【事業目的】 

○ふるさと納税により収入増を図るとともに、寄附をきっか

けに当市に興味・関心を持つ人を増やし、千曲市をより多

くの人に知ってもらう。 

○地元の特産品を返礼品とすることで、市内産業の振興およ

び活性化につなげる。 

 

【実績】 

ふるさと納税受け入れ件数・金額 

平成30年度  8,800件・ 209,360,041円 

 （うち、ガバメントクラウドファンディング分 

             159件・ 2,571,900円） 

令和元年度  15,885件・ 236,092,238円 

（うち、令和元年東日本台風災害に伴う災害支援寄附金分 

  千曲市受入寄附  6,323件・64,224,988円 

  宇和島市代理寄附  782件・15,421,509円） 

 

【成果等】 

○令和元年東日本台風災害に伴い、宇和島市で代理寄附を 

受け入れてもらったことで、より多くの寄附が集まった。 

○返礼品の中でも人気の高かった家電製品が、一時的に返礼

品として提供できなくなったことにより、寄附額が減少し

たが、令和元年11月からポータルサイトの「ふるなび」

を追加したことにより、市の認知度の向上と、寄附額の増

加につなげることができた。 

○ふるさと納税で返礼品を受け取った方が、その後、直接事

業者へ注文をするなどの直接購入につながったとの声も

あり、市内産業の活性化につながっている。 

 

【今後の方向性】 

○総務省より返礼品の返礼割合を３割以下とすることや、返

礼品は地場産品であること、また寄附金募集にかかる経費

は寄附額の５割以下であることなどの基準が示され、それ

に反するような自治体はふるさと納税の対象から外され

るようになった。それにより、各自治体が同じ条件の元、

寄附金の募集ができる反面、他の自治体とどのように差別

化を図っていくかが課題となっている。 

○令和元年東日本台風災害や、新型コロナウイルス感染症拡

大に伴い、千曲市を訪れてもらえる機会が減少した。温泉

宿泊券などの体験型返礼品を通して市に誘致できるよう

な魅力ある返礼品の創出を行っていく。 

○ガバメントクラウドファンディングを活用し、より共感が

得られるプロジェクトの開発を進めていく必要がある。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(2)新庁舎建設   

事 業 名 新庁舎等建設事業 担当課名 総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,701,904,003 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
15,732,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 2,451,430 

役務費 580,560 

委託料 209,317,520 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 4,157,805,720 

原材料費 784,850 

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 309,367,147 

負担金､補助 

及び交付金 
5,073,240 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
791,036 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 123,000,000 

県支出金 38,400,000 

地方債 2,075,000,000 

その他  

一般財源 2,465,504,003 

 

 

【事業目的】 

〇新庁舎の建設により、市民サービスの向上と行政運営の効

率化を図る。また、老朽化の著しい更埴体育館と一体的に

整備することにより、防災拠点・緊急避難所等としての互

いの機能向上を目的としている。 

 

 

 

 

【実績】 

〇更埴体育館（平成28年5月着工）及び立体駐車場（平成

29年6月着工）は、平成30年9月に供用を開始した。 

〇市庁舎（平成28年5月着工）は令和元年5月に竣工し、

竣工後の関連工事（ネットワーク工事、什器類搬入設置、

外部機関工事など）移転業務等を経て、令和元年9月に全

面開庁を迎えた 

 

 

 

 

【成果等】 

〇庁舎の分散化による市民サービス機能の低下及び耐震性

の不安が解消された。 

〇機能性・安全性・経済性に優れた市庁舎の完成により、市

民が安全かつ快適に利用できると共に、防災機能を備えて

いることにより、災害等に対しても的確かつ迅速な対応が

可能となった。 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

〇より利用しやすい庁舎を目指して来庁者の意見を聞きな

がら、サイン等の見直しを実施すると共に、庁舎等総合管

理業務受託者と連携して、建物・設備類の細かな保守点検

及び適正な運転・運用から不具合の早期発見と施設の長寿

命化に努めていく。 

 

 

・庁舎・体育館建設工事費：96億6,783万円 

・立体駐車場建設工事費：4億4,820万円 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(2)新庁舎建設   

事 業 名 
千曲市新庁舎等に係る情報通信ネットワーク構築業務 
（公衆無線LAN整備） 

担当課名 情報政策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

134,467,500 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,627,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 132,840,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 134,467,500 

 

 

【事業目的】 

 新庁舎及び新体育館の建設による市役所行政機能の移転

に伴い、最新のICT技術を用いたネットワーク冗長性やセキ

ュリティを確保して、行政運営の効率化と市民サービスの向

上を図ることが目的。 

 公衆無線LAN利用箇所は、新庁舎・新体育館の市民が来庁

やイベント等で利用する 23 箇所へ設置。利用時間帯は、8

時00分～22時の間で、同時接続およそ1,500人が利用可能。 

 

 

【実績】 

 平成30年10月4日に委託契約締結し、令和元年9月30

日までの工期で、設計・構築・テスト・移行作業により実施。 

 新庁舎及び新体育館の公衆無線 LAN 運用は、令和元年 9

月2日新庁舎供用開始から運用開始。 

 

 

【成果等】 

公衆無線LAN平均利用者数 約40人／日 

 公衆無線LAN平均接続回数 約100回／日 

 

 

【今後の方向性】 

 新型コロナウイルス感染症対策による社会情勢を踏まえ、

インターネットを活用したテレワークや web 会議の利用が

増加しているため、必要に応じて公衆無線LANの通信量を確

保していく必要がある。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(2)新庁舎建設   

事 業 名 旅券（パスポート）発給事務事業 担当課名 市民課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

9,618,272 

節 別 内 訳（円） 

報酬 1,825,200 

給料､ 

職員手当等 
7,052,500 

賃金  

報償費  

旅費 29,920 

需用費 50,772 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 659,880 

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 82,000 

地方債  

その他  

一般財源 9,536,272 

県支出金：特例処理事務交付金 

 

【事業目的】 

市民サービス向上のため、長野県が行っている旅券事務に

ついて一部権限移譲を受け、旅券の発給申請受理及び交付事

務を行う。 

 

【実績】 

新庁舎開庁後の令和元年10月1日より事務を開始した。 

 

◎事務開始前準備 

・平成31年3月、権限移譲に係る長野県条例一部改正 

・市民向け広報実施（市報・ホームページ掲載、市長定例記

者会見発表、公共施設等ポスター掲示・チラシ設置、郵便

局・県証紙販売所及び写真店への周知と協力依頼） 

・県主催研修、外務省研修参加 

・長野及び上田地域振興局での職員実地研修 

・事務用品、機器の調達 

・売店での収入印紙・県証紙の販売 

・証明用写真機の設置 

・旅券窓口の開設 

など 

 

◎取扱件数（令和元年10月1日～令和2年3月31日） 

  旅券発給申請件数 579件   

旅券交付件数    547件 

紛失届出件数     7件 

    

【成果等】 

県地域振興局で受け付けていた旅券手続が、市民にとって

より身近な市役所で行えるため、旅券窓口までの移動時間短

縮、交通費負担軽減につながり市民の利便性が向上した。 

旅券申請と添付書類である戸籍の取得や、写真、印紙の入

手が市役所で可能でありワンストップサービスが実現した。 

 

【今後の方向性】 

旅券事務は専門的な知識が必要であるため担当職員の育

成が課題である。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(3)信州ブレイブウォリアーズのB1昇格について   

事 業 名 信州ブレイブウォリアーズのB1昇格 担当課名 スポーツ振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,404,850 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,356,250 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 48,600 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,404,850 

 

 

【事業目的】 

地域密着型プロスポーツの支援を通じ、千曲市の知名度向上、

観光振興及びスポーツの振興を目的とする。 

 

 

 

 

【実績】 

B１昇格の条件の一つである 5000 席のホームアリーナの確

保に向け、長野市と施設の利用調整等の協議を進めた結果、

ホワイトリングをホームアリーナとして使用できることと

なった。また、2018/2019 シーズンの B2 優勝の際に、庁舎

及び屋代駅に懸垂幕・横断幕を設置した。 

 

 

 

 

【成果等】 

ホワイトリングへのホームアリーナ移転が実現したことは、

信州ブレイブウォリアーズが B１ライセンスを取得する一

助になったといえる。千曲市にとってもチーム発足以来の悲

願であったB1昇格を機に、トップレベルのバスケットボー

ルを間近で目にする機会が増え、交流人口の増加や市民のス

ポーツ振興に大きく貢献することが期待される。 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

B１昇格により、更埴体育館（ことぶきアリーナ千曲）で開

催されるホームゲーム数が年間4試合ほどとなるが、引き続

き市民がチームを応援する機運を盛り上げていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 


